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1．宇宙開発の理念

　「人類をはじめとする地球生命体の永続的な繁栄に寄与することを目指して、

無限の可能性を秘めた未知なる宇宙を、人類共通の財産として最大限に有効利

用できるようにすること」

　従って、宇宙に展開するシステムは「グローバルな社会資本」．と位置づけ、

地球幽居で協力・協調して開発を推進。

2．宇宙開発の意義

①未知なる宇宙の探究により、人類の知的フロンティアの拡大、新しい文化

　の創造等に貢献する。

②人類の生存の確保と活動領域の拡大に貢献する（地球環境の観測、質の高

　い豊かな生活の実現など）。

③先端的な宇宙技術の開発により、将来の新技術、新産業の創出に貢献する。

④国際的な相互理解、相互信頼を深め、国際社会の安定と発展に貢献する。

⑤　人類社会の発展を支える次世代の人材養成に貢献する。

3．宇宙開発に取り組む我が国の基本姿勢

　今後とも平和目的の原則を堅持し、以下の基本姿勢のもとに宇宙開発への取

り組みを強化していく。

①未知なる宇宙べの挑戦及び地球の理解の一層の増進等・人類発展の基礎と

　なる普遍的課題に対し積極的に取り組む。

②宇宙での人類の活動領域の拡大を目指し、未知の世代に継承する創造的な
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　宇宙技術の開発に積極的に取り組む。

③世界が宇宙開発の理念と意義を共有し、協力しながら活発的な宇宙活動を
　展開していくように努力する。

4．重点開発対象

　当面の15年程度は以下のものについて重点的に取り組むことが必要。

①「全地球観測システム」の構築
　　地球環境を守るため、国際的な役割分担により共同して、低中吉度軌道及

　び静止軌道に配置された多くの地球観測衛星からなる「全地球観測システム」

　（注）の構築を目指す。また、観測データの世界的な情報ネットワークの構築

　に向けて、関係国との協力を強化していく。

　　　（注）2010年頃には20～30機iの衛星が運用される見込み。我が国はこ

　　　　　のうち4牙の1程度の分担を目指す。

②先進的宇宙科学計画などの推進

　　M－Vロケットを用いた中型の衛星・探査機による月・火星・小惑星など・

　の探査を行う。2000年代初期以降は上記計画に加えて、H－llロケッドなど
　を用いた大型衛星・探査機による太陽、木星以遠の惑星などの探査等を実施

　する。月の探査については、2000年以降、無人月探査計画を実施する。

．③　「軌道上研究所」を中核とした活動の充実

　　宇宙ステ・一ションの日本の実験棟JEMは、我が国初の「軌道上研究所」

　であり、これを中核として宇宙環境利用の研究め推進と関連技術の高度化を

　進め、あわせて有人宇宙活動に関する経験の蓄積と技術基盤の構築を図る。

④　新しい宇宙インフラストラクチャ」の開発運用

　H－Ilロケットの2倍の打上げ能力（静止軌道に4トンの打上げ能力）を

もつH－ll発展型ロケット、宇宙ステーションへの物資の往還輸送などのた

めの無人有翼往還機（HOPE）の研究開発を行う。
　また、2田0年代には、現在使用中のロケットに比べて、「桁小さい輸送コ

ストの実現を目指し、革新的な設計思想に基づく完全再使用型輸送機の研究

開発を行う。

　さらに、宇宙環境利用実験の高度化等のため軌道上の無人プラットホーム、

軌道上宇宙作業ロボット、データ中継追跡衛星システム等の研究開発を行う。

5．資金（試算）

・　先進的宇宙科学計画などに約1兆2千億円

・　地球観測・地球科学及び通信・放送・測位に約2兆円

・　宇宙ステーション、宇宙環境利用及び有人宇宙活動に約1兆8千億円

・　宇宙インフラストラクチャーに約2兆円

以上、1995年以降1’5年間で約7兆円。

一2一



委10－2－2

新世紀の宇宙時代の創造に向けて

麹

麹

平成6年7月

宇宙開発委員会’
長期ビジョン懇談会



・」阻艦口縄幽．一

働縷

副悪

目　　次

はじめに……………………………・・……・…………………………………　1

第1部総論…………………………………………………………………3

第1章宇宙開発の理念と意義…………………………・…・…・………3

　1．1宇宙開発の理念
　1．2宇宙開発の意義
　　　（1）未知なる宇宙の探究により、人類の知的フロンティアを拡

　　　　　大し、新しい文化の創造等に貢献する
　　　（2）人類の生存の確保と活動領域の拡大に貢献する

　　　（3）先端的な宇宙技術の開発により、将来の新技術、新産業の

　　　　　創出に貢献する

　　　④国際的な相互理解、相互信頼を深め、国際社会の安定と発
　　　　　展に貢献する

　　　⑤人類社会の発展を支える次世代の人材養成に貢献する

第2章宇宙開発に取り組む我が国の基本姿勢と基本方針…・∵・1…　6

　2．1基本姿勢
　2．2開発の進め方に係る基本方針
　　　q）創造性のある研究開発の推進
　　　（2）国際’協力の積極的な推進

　　　（3）技術開発成果の利用の促進及び利用者などと密接な連携を

　　　　　とった開癸の推進
　　　（4）より効率的・経済的な宇宙活動の実現を目指した開発の推

　　　　　進

　　　（5＞無人システムと有人システムのバランスをとった推進

　　　⑥宇宙環境保全への配慮
　　　（7）プロジェク’トの適切な評価

第3章，世界の宇宙雲覚の将来展望…………∵……・…・・…∴………・10

　　　（1）地球環境変動の観測の高度化へ　　　　　　、一

　　　（2＞宇宙技術による高度情報社会の成熟化へ

　　　（3＞宇宙・太陽系の観測・探査の発展へ

　　　（4）宇宙環境を利用した生産活動へ

　　　．（5）より多くの人が宇宙へ　　　　　　　　　　　　　　　。

　　　⑥宇宙への輸送手段などの一層の発展へ

『
i
弓
ー
ヨ

胆
封
欝
欝
冒

　
　
L
録
欝
欝
貯

　
　
　
　
　
　
　
鑑
錨
紅

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
得
コ
慧
自

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
婦

醗
擁
繕

　
　
窮
沼
湖



第4章我が国が目指すべき宇宙開発の目標と開発の進め方………14
　4．1重点開発対象
　　　q）　「全地球観測システム」の構築

　　　（2）一先進的宇宙科学計画などの推進，

　　　（3）　「軌道上研究所」を中核とした活動の充実

　　　④新しい宇宙インフラストラクチャーの開発・運用
　4．2個別分野の開発及び宇宙インフラストラクチャーの開発
　　　　・運用の進め方
　　　（D個別分野の開発の進め方
　　　②宇宙インフラストラクチャーの開発・連用の進め方

第5章宇宙開発利用のための人材の育成と国民の理解……………22
　5．1研究者、技術者等の人材育成　　　　　　　　　　。

　5．2国民の理解

第6章民間の宇宙開発利用の促進のための環境整備………………23

第7章宇宙開発の推進体制の強化…………・…・・…∵……・……・・…・24

　7．1宇宙開発委員会の活動強化

　7．2宇宙開発機関などの活動強化及び協力強化

　7．3資金の確保

第ll部各論………………∴・………・∵…・…・………・・………・…………49

第1章宇宙活動の個別分野の研究開発め進め方………………・・…・49

　1．1’地球観測・地球科学

　1．2宇宙科学
　1．3月探査
　1．4通信・放送・測位
　1．ち宇宙環境利用
　1．6’有人宇宙活動

第2章主要な宇宙インフラストラクチャーシステムの開発・運用
　　　　の進め方……・…・………・…………・・……・……………・…・・…60

　2．1輸送系
　2．2拠点系
　2．3支援系

”
1
1

　　　　　　 @　　ロ
　　　　　
　　　　§

…
　
」
　
E
　
匡
　
一　
　
4

　
　
　
一

　
　
　
　
一

　
　
　
　
…

㊥　響

…
塞
　
、
一　
一
　
　
一

　
　
　
　
一

　
　
　
　
　
一

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
…

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

’はじめに

　　世界の宇宙開発は今日大きな転機を迎えている。

　　1950年代後半から始まった米・旧ソ連の激烈な宇宙開発競争は、まさに東西冷

戦構造の時代を反映した国家威信をかけた競争であった。この間、通信、気象など

の分野での宇宙技術の民生利用が進んできたものの、両超大甲の国威発揚や軍事的

意味あいの強い宇宙活動は、■99｛年のソ連の消滅に伴う冷戦の終結により、新たな

位置付けと方向性が求められる時代に入った。

　　米国においては、米国経済の回復と民生分野の国際競争力の強化という国家的

課題の下で、宇宙開発全体についても経済性と効率性を一層重視する傾向にある。

ロシアにおいても1992年に民生分野の宇宙開発を担当するロシア宇宙庁が設立され、

冷戦時代を通じて蓄積された膨大な宇宙技術をもって、国際商業市場への参入を加

速する動きがみられる。このような米国及び白シアの新たな宇宙開発の展開の中で、

今日、世界の商業打上げ市場をリードしている欧州、そして独自の立場で自主技術

開発を推進してきた中国が加わり、これからの宇宙開発は国際的に民生利用を重視

する動きが一段と強まるであろう。

　　また、ロシアが、日本、米国、欧州、カナダによる宇宙ステーション計画にパ

ートナーとして参加しようとするなど、冷戦後の時代を象徴するような動きがある。

このように、人類の将来にかかわる大きな宇宙開発のプロジェクトについては～各

国が’協力して取り組むという国際協力重視の流れがこれからの世界の宇宙開発の主

流となりつつある。

　　一方、21世紀の人類が直面するグローバルな課題に対して、世界的な認識と

関心が深まるにつれ、宇宙開発に対する期待もとみに高まっている6一昨年の環境

と開発に関する国連会議（UNCED）において、地球環境問題の解決に資するた’

め、宇宙空間がらの地球観測の重要性が指摘されたことは記憶に新しい。今後は、

住みやすい地球を守るために、国際的な協力と調整を一層積極的に進めつつ、宇宙

空間から地球を観測する体制を充実し、得られた観測データを地球環境の保全に活

用していくことが強く期待されている。

　　このように、世界の宇宙開発は21世紀に向けて民生利用と国際協力め重視、

地球環境問題への対応等が重要な課題となりつつある6．　　　　　　　，

　　目を国内に転ずれば、我が国の宇宙開発も新たな段階を迎えている。

　　我が国の宇宙開発は、昭和30年に東京大学生産技術研究所がわずか23cmの

長さのペンジルロケットのテストに成功したことから始まったが、米国、旧ソ連と

いった宇宙先進国と比べると本格的な活動は相当に遅れて開始された。米国がアポ
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9打ち上げた。その後の関係者の大変な努力の結果、宇宙科学については、多くの分　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ξ
野で国際的にも高い評価を得る成果を挙げてきた。また、通信、放送、気象等の実

利用分野の宇宙開発においても、順次自主技術開発を拡大し、本年2月4日のH－

1旧ケット初号機打上げ成功、各種衛星の開発等により、分野によっては国際的水

準の技術、能力を得るに至った。これらの経緯から、これまでに宇宙開発委員会が

策定した宇宙開発政策大綱に基づく我が国の活動が、おおむね期待どおりの成果を

挙げてきたと評価することができる。

　　今や我が国は、その能力を本格的に世界の宇宙活動の展開に提供していくこと

ができる立場になった。最近、地球観測の分野でアジア1太平洋地：域の国々から我

が国に対する期待が高まっているが、これは我が国の宇宙技術の向上とも密接に関

係している。

　　以上のような宇宙開発を巡る今日の内外の大きな情勢変化を踏まえ、，宇宙開発

委員会は、21世紀に向けての我が国の宇宙開発のあり方について、、時代の変化、

国民の需要の多様化、国際社会における今後の我が国の役上等に対応する長期ビジ

ョンをとりまとめる必要があると判断した。このため、昨年10月に本懇談会が設

置され、以来、本懇談会はその下に三分科会を設け、専門的な調査検討も加えつつ

審議を進め、今般、、本報告書「新世紀の宇宙時代の創造に向けて」をとりまとめた。

　　本報告書のとりまとめに当たっては、改めて宇宙開発の理念と意義を考察し、・

その上で我が国が宇宙開発に臨む基本姿勢と基本方針を明らかにしたσまた、今後

の30年程度の世界の宇宙開発の将来展望を見通し、1その中で我が国が取り組むべ

き開発目標と開発の進め方を示した。将来の世界の宇宙開発の動向は数多くの要因

にようて影響を受け、我が国の宇宙開発のあり方も常にそのような地球的視野の中

で最も望ましい姿を追求していく不断の努力を継続すべきである。したがって、本

報告書の内容についても定期的に見直すことが必要不可欠であるが、現時点で国内

外の将来を見据えたものとして、本報告書の内容が広く内外から理解を得られるこ

とを期待する．とともに、．21世紀の宇宙時代にふさわしい新しい宇宙開発政策大綱

の策定に十分に活用されることを強く期待するものである。．
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第匿音B　　総言三

三1章宇宙開発の理念と意義

　　我が国はこれまで平和目的に徹して計画的に宇宙開発を進めてきた。一方、

冷戦終結後、特に米国及びロシアの宇宙開発においては、罧に、国威発揚的なプ

ロジェクトの推進から、国内産業の競争力強化を念頭に置き、国際協力を重視し

ながら、宇宙技術の軍民転換の促進、’将来に向けた先端技術の開発、あるいは地

球環境問題への対高等に重点が移りつつある。すなわち、より望ましい目的に向

けて宇宙開発が展開されつつあると言える。、

　　宇宙は国境のない無限め空間であり、その開発は本来、・国家の枠を越えて、

各国が協調して人類の利益のために永続的に取り組むことが望まれる分野である。

　　このような観点と現在の世界の宇宙開発動向を踏まえ、今回、宇宙開発のあ

るべき理念と意義を考察した。

1．1宇宙開発の理念

　　　21世紀の世界においては、より平和で安定した国際秩序を構築し、あわせ

て、人口爆発に伴う食糧やエネルギーの確保、地球環境の保全等地球的規模の問

題を克服し、人類社会の継続的旧記への道筋をつけることが重要な∫課題となろう。

　　宇宙開発は、これらの地球的課題の克服に大きく貢献するポテンシャルを持

つものである。’したがってぐ宇宙開発の理念とは、『人類をはじめとする地球生

命体の永続的な繁栄に寄与することを目指して、、無限の可能性を秘めた未知なる

宇宙を、人類共通の財産として最大限に有効利用できるようにすること』である

べきである。

　　世界各国がこのような宇宙開発の理念を共有して、宇宙活動を進め、それに

よって国際的な相互理解と相互信頼を一層育むことが重要であり、そのことが、

国際社会の安定と発展及び平和の維持・創造に大きく貢献すると考えられる。

　　　また、宇宙空間からの地球観測’（災害などのモニタリングを含む、以下同じ）

などの宇宙に展開されるシステムの多くは、一国のみの力によって構築できるも

のではなく、地球的規模で協力・協調しではじめて実現できるものであり、全世

　　　　　　ノ界の人々の生活や社会活動を支える重要な基盤となるものである6この意味で、

このようなシステムは「グローバルな社会資本」ととらえられ、そのような位置

付けで開発が推進されるべきである。
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1．2宇宙開発の意義

　　上記の理念に則った宇宙開発を進めていくことにより、人類は各種の重要な

価値、成果等を獲得することができる。21世紀の最初の四半世紀を展望した時、

このような宇宙開発の意義は、次のように整理される。

（1）未知なる宇宙の探究により、‘人類の知的フロンティアを拡大し、．新レい文化の

創造等に貢献する

　　宇宙の科学的探求は＼宇宙、太陽系がどのように生まれ、その構造がどう

なっているのか、地球やそこに住む生命がどのようにして生まれたのか、未来

において人類、地球、太陽系等はどうなるのか、といった人類の根源的な疑問

に基礎を置いたものである。未知なる宇宙の探究は、人類の知的フロンティア

の拡大を目指すものとして、また21世紀の人類の大きな挑戦の対象となるも

のとして、ますます重要なものとなっていこう。

　　このような科学的探究活動の中で得られる様々な知見や知識は、新しい宇

宙観・地球観・生命観を生みだし、人々の意識や考え方に大きな影響を与え、

それによって新たな思想や文化の創造、知的で成熟した社会の実現にも貢献す

る。

（2）人類の生存の確保と活動領域の拡大に貢献する

①地球環境の保全と人類の持続的発展に蓄献ずる

　　地球環境の保全などの地球的規模の問題に対しては、今後、衛星を使って、

気象・海洋・地表の変化、地球の温暖化、緑の減少と砂漠化の進行、オゾン層

の状況、災害の発生状況、天然資源の分布等を定期的かつ高精度に観測する必

要があるごさらに、その観測データを使うて地球全体の環境の変動を予測でき

るようになれば、人類にとって住みやすい地球環境を守りながら、土地利用、

資源利用等を進めることが可能になる。

　　長期的にみて、地球上では限りある資源、エネルギー等を宇宙で獲得し、

宇宙での諸活動に効率的に利用していけば、宇宙での人類の活動領域を拡大す

ることに貢献できる。さらに、それらの資源などを地上で利用することが可能

になればぐ人類の活動圏，・9生活圏が画期的に拡大して、人類の持続的な発展に

大きく貢献することになる。
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②質の高い豊かな生活の実現と活力のある社会・経済の維持・溌展に責献ずる

　　今や、街星通信・放送、全地球測位システム（GPS）・を使った航空機、

船舶及び自動車のナビゲ』ション、気象衛星を使った天気予報などは人々の生

活に不可欠なものとなっている。

　しこのような衛星システムの利用は、今後、地球的規模でますます高度化し、

将来の高度情報社会を支える重要なシステムとして、物質・精神の両面で一層

快適で便利な生活の実現、・世界的な経済の発展等に大きく貢献しよう。

　　さらに、21世紀には、微小重力などの宇宙空間の特徴を利用して新しい

材料、医薬品等の開発・生産についても実用化が進展すると考えられ、これら

の宇宙活動が社会の発展及び生活の向上に大きな貢献をすることが期待される。

（3）先端的な宇宙技術の開発により、将来の薪技術、新産業の創出に貢献する

　　宇宙では、真空などの厳しい環境への対応や高い信頼性、安全性等が要求

され、また、電子技術から医学まで幅広い分野の結集が要求されることから、

宇宙技術は人、もの、情報のすべてに係る非常に先端的な総合技術である。こ

のため、宇宙技術を開発し、高度化・成熟化するための絶ゆまぬ努力は、将来、

材料、コンピュータ、エレクトロニクス、ロボット、通信、情報処理、環境、

生命科学、エネルギー等の様々な分野において新技術の創出に貢献するととも

に、これらの新技術を利用した付加価値をもつ新しい産業を創出することに貢

献する可能性を持っている。

　　したがって、科学技術がその発展と繁栄の重要な基盤となる国にとっては、

とりわけ宇宙技術は重要な技術である。

（4）国際的な相互理解、相互信頼を深め、国際社会の宏定と発展∫［⊆貢献する

　　　　大規模な宇宙プロジェクトは国家を越えた相互協力によって行われる傾向

　　にあり、このような国際協力に各国が自主的に参加すること自身が、国際社会

　　の安定と発展に貢献する。

　　　　また、衛星通信・放送の普及により、様々な情報が地球的規模で瞬時に流

　通する情報化が進んだ。これによって人々が、例えば地球上の他の地域の自然

　　の破壊や悲惨な紛争の状況などを直ちに見ることが可能となり、国家の安定や

　平和の大切さを痛感できるようになった。このことが各国の国民のみならず指

　導者にも影響を与え、民主主義の広がり、国際的な紛争の抑止等に貢献してい

　　る面がある。
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（5）人類社会の発展を支える次世代の人材養成に貢献する

　　人類の進歩は絶えざる未知への挑戦によってもたらされるものであり、未

知なる宇宙は次世代の青少年にとって最大の挑戦対象の一つである。

　　今後、宇宙活動の拡大や高度化を進めるためには、それを支える多くの人

材の養成と確保が必要不可欠であるが、宇宙開発を通じて、この宇宙への夢と

チャレンジ精神を次の世代の青少年に引き継いでいくことは、科学技術にとど

まらず幅広い分野において将来の人材の養成を促し、人類の経済社会の活力の

維持に貢献する。

第2章宇宙開発に取り組む我が国の基本姿勢と基本方針
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　　第1章の宇宙開発の意義として整理した項目は、21世紀に向けた我が国の課

題とも重なるものであり、宇宙開発は今後とも重要な国の政策として推進されるべ

きである。

　　一方、我が国においては、これまで計画的かつ着実に宇宙開発を進めてきた結

果、今日、分野によっては高度な宇宙技術が確立し、折からの冷戦終結に伴う世界

情勢の複雑な変化ともあいまって、このような我が国の宇宙開発の動向を世界が注

視する状況となった。

　　また、冷戦後の世界の宇宙開発の動向は、今後の我が国の宇宙開発のあり方に

も示唆を与え、地球的視野に立ち、未来指向の、そして、国民からより多くの理解

と支持の得られる宇宙開発を進めなければならないことを改めて認識することにな

った。

　　このため、我が国としては、今後の宇宙開発の基本姿勢と開発の進め方に係る

基本指針を明らかにすることが必要であると考え、以下のとおりとすることが適当

であると判断した。
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2．1基本姿勢

　　我が国は、世界との交流を深め、協調を強化していくことが重要であり、第

　1章で述べた宇宙開発の理念と意義を踏まえ、今後とも平和目的の原則を堅持し、

以下の基本姿勢の下に宇宙開発への取組みを強化していく。

（D未知なる宇宙への挑戦及び地球の理解の一層の増進など、人類発展の基礎と

なる普遍的課題に対し積極的に取り組む。冒

（2）宇宙での人類の活動領域の拡大を目指し、未来の世代に継承する創造的な宇

宙技術の開発に積極的に取り組む。

（3）世界が宇宙開発の理念と意義を共有し、協力しながら活発な宇宙活動を展開

　していぐよう努力する。

2．2開発の進め方に係る基本方針

　　以上の基本姿勢の下で、以下の基本方針に則り、今後の我が国の宇宙開発を

’進めていぐ。

（1γ創造性めある研究開発の推進・・

　　我が国としては、今後、これまで開発した技術を』層発展させるとともに、

未知の領域を開拓していく積極性をもって、創造性のある新しい技術及びシステ

ムを自ら開発する努力を拡充し、国際的水準の技術の厚みと幅を広げていく。

　　　また、∫宇宙の探査にかがわる宇宙科学し宇宙空商からの観測結果を活用する

地球科学、1宇宙環境利用における物質科学、生命科学等、∫いわゆる基礎的・先行
』』

Iな研究への投資を長期的観点に立って充実していく。

（2）国際協力の積極的な推進

　　宇宙開発は・第1章め理念に照らして・その活動の多くは本来国際性を有し

「たものである。・したが6て、我が国としては、このような国際性に着目して、以

下め方針によりぐ国際協力を重視して宇宙開発に取り組んでいくら

①協力のあり方

　　　国際協力を効果的に推進しで意義のある成果を挙げるために、、参加国には、

それぞれ寄与すべき能力が求められる6我が国はぐ技術1ヒよって国を支えてお
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぴ　　　　　　　　ぞ　　　　　ハね　ムゐ　　　　キ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝
り、意味のある国際協力を進めるため、自らが努力して開発した技術力をもつ　　　i

て国際協カプロジエクトに参画していく・」　ピ・　　｝

　　また、今後の国際協力においては、我が国から世界に対し、積極的に提案　　　　｛

蒲うようにしていく。　　＿＿…，、　一　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

②協力の分野と方法・．’1　ド　．＿　ゴ　＼．、　　畳　　・「．　　　　　　1

　　地球観測、宇宙科学等の分野で‘ま、三際肋によって実施することが効果　1

的かつ効率的であり、観測システムの三三築、衛星や探査機への各国の養見回　i

センサの相互搭載、観測デ7夕の相互利用、情報ネットワークの構築等の協力

を従来にも増して着実かつ積極的に進めていく6

　　さらに、宇宙インフラストラクチャー（後述）については、世界全体の宇

・宙活動を効率化するために、様々な形の国際協力によって開発・運用すること

が望ましい。したがって、我が国としても各国の需要を踏まえ、’個々の宇宙イ

ンフラストラクチャーのシステムの構築に最適な協力形態を選択しつつ、国際

’協力を拡大していく。

③．協力のための協面一

　　国際協力は大規模なものになるほど各国の資金、人材等の負担が大きなも

のとなるため、その計画性や長期安定性が確保される必要がある。このため・

計画の構想段階から、関係国間で協力プロジェクトの進め方、ゴ役割分担等につ

いて、十分な共通認識を持うて進められるよう、意見交換や協議の場を積極的

に設けるよう努力する。

　またてアジア・太平洋の地域の一員どして、、地球観測などの分野におけるこ

れらの地域の国々の宇宙開発に対する期待の高まりとその需要を踏まえながら、

宇宙での耕究の機会の提供、共同プロジェクト、共同研究、人材交流等多様な

方法によって協力を拡大していくbこの際にはぐ既存の協力の枠組みの積極的

な活用などを図る。

（3）技術開発成果の利用の促進及び利用者などと密接な連携をとった開発の推進

　　我が国の宇宙開発においては、ともすれば技術開発に力点が置かれがちであ

ったが、今後は、その成果が社会の中でより広範囲に利用され｛定着し、不可欠

な社会基盤として一層成熟していくことが重要である。

　　このため、21世紀には、技術開発の成果が社会的に一層利用されるよう必

要な環境整備などに努めると∵ともに、宇宙開発機関は利用者及び研究者との間で

十分密接な連携をとり、それらの需要を的確に反映して開発を準めていく。
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（4＞より効率的・経済的な宇宙活動の実現を目指した開発の推進

　　　21世紀に｛様々な宇宙活動が人々の日常的活動の一部’として広く社会に定

着するためには、これに必要なコストを可能な限り低減させていく必要がある。

このため、その中で大きな割合を占める輸送コストの大幅な低減を図るとともに

衛星などについてもコスト低減を図り、より効率的かつ経済的な宇宙活動が展開

できるよう格段の努力を傾けていく。

⑤無人システムと有人システムのバランスをとづた開発の白油’

　　　これまで我が国の宇宙開発は、その技術的能力、規模等から無人システムの

開発に大きな努力を傾け、有人システムについてはぐ我が国のみで開発を行うの

ではなく、主に米国との協力の下で、有人宇宙往還機「スペースシャトル」を利

用した実験などの国際協力の枠組みの中で進めてきた。．

　　今後とも～我が国の宇宙開発の推進に当たっては、無人システムの高度化、

高信頼性化を徹底して追求することに重点を置く。

　　一方く有人システムでは、・宇宙ステーションの実現に協力する。また、宇宙

ステーシ白ン運用終了後においても、国際的に有人宇宙活動が継続されていくよ

うぐ将来、より積極的な役割を担えるようになることを目指す。一．

⑥宇宙環境保全への配慮、

　　世界の宇宙開発が始まって約40年がたつが、その間に軌道上にスペースデ

ブリ（宇宙ゴミ）が増加し～宇宙環境の悪化の問題が指摘されている5これまで

においても、このようなスペースデブリをなるべく増加させないよう、技術的に

可能な対策が講じられてきた。〉

　　今後の宇宙開発にあたっては、宇宙空間での諸活動の円滑な実施のためにも、

宇宙環境保全により「層配慮することが重要である。このため、我が国としても

できる限り宇宙空間に物を残さないようなシステムの開発を目指していぐ。また、

既に存在しているスペースデブリの低減策についても関係各国と協力して検討し

．ていく。

（7）．プロジェクトの適切な評価．　『　一＼　　、、．’『1ぐ

　　・宇宙開発のプロジ土クトは一般的にその規模が大ぎいという特色もあり、『そ

れぞれのプロジ土クトの推進が適切に行われていくことがますます重要となる。

このためには国としても、今後の宇宙開発が専門的、技術的活動の領域にとどま

るのではなく、．広く社会的な観点からの理解と評価を受け、・人々め十分な支援が
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　得られるよう、努力しなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

　　　したがって、プロジェクトの推進に当たっては、国際動向も十分に踏まえな
　がら、その進展状況を宇宙開発委員会において適切に評価検討しつつ、計画的　　　　i

かつ柔軟に進めていく。　　　　．’　　　討　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

第3章世界の宇宙開発岬来展望　　・　　・　　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

　　今日、人類にとっての宇宙は大きく二つの観点から捉えることができよう。

一つは、未知の探究の対象としての宇宙であり、もう一つは、人類の様々な活動

の拠点を築いていく場としての宇宙である。この後者の宇宙は、そこにおける活

動が地球上での活動と密接不可分であり、地球と一体となった発展が図られるべ

き空間であることから、　「地球圏宇宙」と呼ぶことがふさわしい。f

　　このような宇宙の開発にかかわる世界の活動の将来のイメージについては、

今後の15年程度はかなりの程度で推測することができる。その後の10年から

20年については技術の発展状況、国際情勢、各国の政治・経済状況や政策等の

変化によって大きく変わるため、確実に見通すことは困難であるが、現時点の国

際的な動向などを踏まえて今後3・0年を展望すれば以下のとおりである。

（1）地球環境変動の観測の高度化へ

　　　21世紀には、人類の生存にかかわる地球環境の変動などを把握・解析、研

究するために、世界的な地球観測システムの構築に向けた活動が活発化していよ

’う。・さらに、’このようなシステムから得られる観測データは、全世界的な情報ネ

　ットワークを通じて共有され、利用されるようになろう。

　　　2田0年ごろには、，大気・海洋観測》土地利用調査等のために定期的な観測を

・行う低中高度軌道衛星と、気象観測、災害監視等のために常時観測を行う静止衛

星が、国際的な協議、調整を経て、計画的に20～30機が運用され、基本的な

　「全地球観測システム」が構築されていよう。また、このような国が打ち上げる

衛星の外にも、民間が独自に打ち上げる商業用の衛星が運用されていよう。こう

　して全世界で、・気象観測の外に、地理上の自然の諸現象、人類の活動の影響等を

把握するため、幅広い分野で衛星による観測が一般的に利用されるようになろう。

　　　また、「全地球観測システム」は、衛星の高機能化、データ処理などのr層

の自動化、迅速化等に伴い、・2020年過ぎにはますます信頼性のある高度なシステ

　　　　　　　　　　　　　　　　　一10一　・
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ムへと発展していき、全世界的に地球環境変動を事前に予測できるシスデムが構

築されている可能性もあろう。（図1参照）

⑦宇宙技術による高度情報社会の成熟化へ・

　　・慨に衛星を利用したサ」ビスが実用化している通信、幽放送及び測位は、、宇宙

，活動の中では最も国民に身近な存在となっており、この分野における技術進歩は

・人々の予想を超えた速さで進展している。’21世紀にはこ衛星を利用した高音質

な移動体デジタル音声放送、立体ハイビジゴン放送等が現実化し、通信と放送の

融合も進展するとみられ、一また、衛星を利用した航空管制も世界的に実施されて

．いくであろう。

　　　2田n年ごろには、地上め光ファイバー網などと一体となった衛星システムが

国際的に運用され、髄世界中の様々な場所で多様な情報のやりとりが日常生活に溶

け込み、より高度な情報サービスが手軽に利用できる高度情報社会が到来してい

よう。また、r航空交通量の増大に対応して、　GPSを用いた航空機の測位と衛星

〆を用いた管制通信が噸般化するとともに、状況によっては、現在ナビゲーション

に利用されているGPSの後継として、移動体通信と複合化した測位システムの

利用が行われている可能性もあろう。凱

　　／さらにぐ2020年代には、高度の衛星システムと地上の光フジイバー網などと

の融合が一層進み、革新的な技術進歩により∴パrソナル化、マルチメディア化、

サービスの無国境（ボーダレズ）化が飛躍的に進展するなど、・高速度ぐ高機能、

高密度の地球的規模の情報流通網が整備され、．情報による地球全体のコミュニテ

　ィー」化が加速されるであろう6・（図2参照）

（3）宇宙・太陽系の観測・探査の発展へ

　　　宇宙の構造、始まり、進化等を明らかにするため、宇宙技術の発展に伴い、

　より遠くの、そして㌣より精密な宇宙の科学的探究が進むであろう。・

　　　2田0年忌ろには、各種の無人の衛星・探査機により、地球周辺空間、・月・火

　星などに加えて小惑星、彗星並びに冥王星など木星より遠い惑星及びその衛星群

「，の科学探査などが進むであろう。．またく遠方の天体を詳細に観測できる多くの天

　文観測衛星が打ち上げられ、地上では実現できなからた多様な観測が行われでい

㍗よう。

　　　2020年前後には、月面において、一国際協力によりξ無人天文観測や将来の有

　人活動に備えた無人の実験システムの構築5運用が行われている可能性がある。

　そして2020年代には、有人宇宙活動の状況によって、月・火星の有人探査が進展

　している可能性があ吠有人による月面天文台などの展開もあり得よう。　（図3
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，i

　　　及び図4参照）　　　…　　　　　　　　　｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

　　（4）宇宙環境を利用した生産活動へ　　　　・　　髄　｝●
　　　　　微小重力、嵩真空等地上では得られない宇宙の特性を利用した実験・研究を　　　　i

　　　行い、将来の孚宙環境を利用した生産活動などに発展させるため、2000年過ぎに　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　は日本、米国、欧州、カナダ及びロシアによる宇宙ステーションの運用が開始さ

　　　れ、6名の宇宙飛行士が常駐して生命科学、新材料等の様々な実験・研究が行わ

　　　れていよう。これによって得られたデータ、技術、経験の蓄積により宇宙での本

　　　格的な研究活動や生産活動への見通しが得られることになろう。

　　　　　また、宇宙ステーションの成果を踏まえ、宇宙環境利用の一層の高度化を図　　　　、

　　　るため、無人プラットフォームやその発展型で人間が適時介在できる有人支援型

プラットフォームの開発・運用が進められよう。さらに、宇宙ステーションの運

用終了後、例えば2020年忌には次世代の宇宙ステーションが国際協力によって開

発・運用される可能性もあろう。これらの施設において、地上では製造困難な医

薬品の製造、新材料の生産量が行われ、国民生活の向上と経済活動の発展に貢献

しているであろう。

　　一方、今後の20～30年間の宇宙活動の高度な展開のためには、プラット

フォームの運用などに大きなエネルギーが必要である。このような需要を満たす

ため、宇宙における太陽手ネルギーの利用の高度化が進み、さらに月面システム

などでの利用が進んでいるであろう。これは、地球から宇宙にエネルギーを持ち

出さず、宇宙でのエネルギー生産や自給を可能にするために重要である。さらに

長期的に、経済面、環境面等における課題の解決の目途が得られれば、太陽エネ

ルギーを地上に伝送できる可能性も出てこよう。　（図5参照）

（5）より多くの人が宇宙へ

　　有人宇宙活動は、現在は米国のスペースシャトル及びロシアのミール（ロシ

ア単独の宇宙ステーション）により行われているが、21世紀に入れば宇宙ステ

ー・Vョンの運用により有人活動の裾野が国際的に広がることとなる。

　　　有人宇宙活動については、人類め行動範囲を着実に拡大していくために、国

際的に長期にわた？て計画的かつ継続的に維持することが重要である。このため、

宇宙ステーション運用終了後においても国際協力によって次世代宇宙ステーショ

　ンあるいは月面における有人活動へと発展していく可能性がある。

　　　他方、・長期間特別な訓練を受けた宇宙飛行まだけでなく1遠い将来、一般人

　が比較的容易に宇宙に行けるようになってはじめて、宇宙という空間が人類の活

動圏の完全な門部になるということであろう。航空機の発達の歴史を見ると、ラ

　　　　　　　　　　　　　　　　　一12一　，
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イト兄弟による初の動力飛行の当時は世界のだれもが夢にも思わなかったが、そ

の90年後の今日では、年間約10億人すなわち世界の5人に1人が自由に航空

機を利用するようになった。ロケットは必ずしも航空機と同じではないが、今後

の努力によって、例えば21世紀の半ばころに、一般人による経済的を宇宙旅行

の実現を可能とするような航空機並みに信頼性の高い有人輸送システムが国際的

に共同開発される可能性があろう。　（図6参照）

⑥宇宙への輸送手段などの一層の発展へ

　　　21世紀において、様々な宇宙活動が量的に拡大しぐ質的にも高度化、多様

化が進展するにつれて、それらの活動を効率的かつ自在に展開するため、宇宙イ

ンフラストラクチャーの開発・運用が、積極的な国際協力によって促進されてい

るであろう。

　　2田0年ごろには、低中高度軌道、静止軌道等への多様な打上げ要求に応じて、

世界全体の民生分野で年間百回を超える打上げが行われていると考えられる。こ

のため、輸送コストの一層の低減化の実現と宇宙環境保全への一層の配慮を目的

として、完全再使用型輸送機の利用が始まっているであろう。一方、再使用型の

宇宙往還機が、宇宙ステーションなどへの双方向の人員や物資の輸送及び宮中高

度軌道上のプラットフォームなどへの支援・修理に頻繁に利用されているであろ

う。また、低中高度軌道衛星による観測データは、国際的に相互に利用できるデ

「夕中継追跡衛星システムにより、必要な時にはいつでも入手できるようになっ

ているであろう。　　　　．

　　2020年ごろには、国際二二プロジェクトが月にまで拡大して、完全再使用型

輸送機により物資が双方向に輸送されている可能性がある。また、静止軌道上に

おいても交換・修理などが行われているであろう。さらに、現在の航空機と同様

に水平離着陸能力などを有する有人宇宙航空機iの実験機が、2020年忌には初飛行

している可能性もあろう。

　　　スペースデブリについては、2010年ごろには国際的に高度なスペースデブリ

監視システムが運用されているであろう。また、完全再使用型輸送機の利用や軌

道上での修理・交換などが行われるような時期になれば、新たに発生するスペー

スデブリの量は減少していくと考えられ、さらに、既に発生したスペースデブり

こについでも、2010年代から2020年代にかけて、これを低減するシステムの開発・

運用が進むであろう。（図7参照）
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第4章我が国が目指すべき宇宙開発の目標と開肇の進め方

『一

　　来るべき21世紀の最初の四半世紀における世界の宇宙開発の将来展望（第

3章）を踏ま斥、・我が国は、第2章に述べた基本姿勢と基本方針の下で、世界の

宇宙開発の発展とその成果の利用の促進に積極的な役割を果たしていく必要があ

る。このような活動は、世界と共に生きる残が国の立場をより明確なものとする

ものである。また、これは、　「科学技術政策大綱（平成4年4月24日閣議決定）」

の趣旨にも合致し、科学技術立国としての立場をより強固なものにしようとする

我が国にとって、その重要な存立基盤の一つである高度先端技術の育成と蓄積に

も多大の貢献をなし得るものである。’

　　このような点を踏まえ、国が中心となり、我が国が目指すべき宇宙開発の具

体的な目標と開発の進め方を以下のとおりとすることが必要である。

　　「4、1重点開発対象」では、当面の15年程度について我が国が重点的に

取り組むことが必要なものの要点を整理し、「4．2個別分野の開発及び宇宙イ

ンフラストラクチャーの開発・運用の進め方」では1・今後の約30年忌展望し、

「4．圃1重点開発対象」も含めた宇宙開発全体の開発の進め方を示した。

4．1重点開発対象P

q）丁全地球観測システム上の構築

　　　地球環境問題の解決に大きな役割を果たし、・「グロ』バルな社会資本」の典

型とも位置付けられる「全地球観測システム」について、国際的な役割分担によ

　り共同して構築することを目指し、積極的に対応する。　（図1参照）・

　　’また、このシステムによって得られる観測データを有効利用するため、全世

　界的な情報ネットワークの構築が必要不可欠である。我が国は、アジア6太平洋

1地域め一員としての立場も踏まえつつ、同ネットワークの構築に向けて関係国と

　の協力を強化していく。

，（2）先進的宇宙科学計画などの推進

　　　人類の知的フロンティアの拡大に資する宇宙科学について、我が国の人的、

　技術的能力を十分に活用し、M一Vロケットを用いた中型衛星・探査機計画を進

　めていく。さらに、2000年代初頭以降H－lIロケ・ッ・トなどを用いた大型衛星・探

　査機計画を加えることによって宇宙科学の一層の発展を図る。　（図8参照）’

　　　また、月の探査は、その成果や国際的動向によっては、長期的に国際’協力に

　よる月面活動に発展し、人類全体に恩恵をもたらす可能性がある。このた⑱2000

　年代初頭以降、関連技術の蓄積と高度化にも努力しつつ、月の探査を一過性の取

一14一・
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組みではなく計画的、段階的に進めていくことが我が国の課題である。

（3）　「軌道上研究所」を中核とした活動の充実

　　宇宙ステーション計画は、21世紀の世界の宇宙開発の発展に大きな影響を

及ぼすものであり、我が国としてもその成功に向けて最善を尽くし、関係国との

協力を強化していく。　（図9参照）

　　宇宙ステーションの日本の実験棟（JEM）は我が国初の「軌道上研究所」

と位置付けられるものである。この「軌道上研究所」を中核として、宇宙におけ

る実験活動と地上における実験・研究活動とが密接に連携した総合的な研究体制

を構築することにより、宇宙環境利用の研究の推進と関連技術の高度化を進め、

あわせて、我が国の有人宇宙活動に関する経験の蓄積と技術基盤の構築を図る。

　　一方、アジア・太平洋地域の国々との交流、協力を進める中で、JEMにお

いて、これらの国々の要望にも合致した実験・研究を進めていく。

　　さらに、宇宙ステーションの運用が十分に安定した段階に達した後、宇宙が

人々のより身近な存在に感じられるよう、また、21世紀半ばに一般人の宇宙旅

行実現に向け、宇宙ステーションJEMへの文化、芸術、人文・社会科学等の分

野の専門家あるいは一般人の搭乗の可能性も検討する。

（4＞新しい宇宙インフラストラクチャーの闘発・運用

　　H－Ilロケットは設計面、技術面で発展性のあるロケットであり、その高度

化開発を進める。また、2000年代の多様な打上げ需要に応えるとともに、より経

済的かつ合理的な宇宙システムの開発・運用に向けて、輸送コストの一層の低減

化と輸送能力の拡大等を実現するH－lI発展型ロケッ，トの研究開発を行う。

　　宇宙ステーションへの物資の往還輸送などを目的として、宇宙環境保全にも

配慮した無人有翼往還機（HOPE）　（図10参照）の研究開発を進める。

　　20田年代には、現在使用中のロケットによる輸送コストと比べて大幅に低減

し、ひとけた小さい輸送コストの実現を目指す。このために、H－II発展型ロケ

ットとHOPEの技術開発の成果を踏まえて、革新的な設計思想に基づく完全再

使用型輸送機の開発へ発展させるべく、先行的な研究開発を進める。

　　一方、高度宇宙環境利用実験の実施、軌道上での機器の交換等を可能とする

無人プラットフォームく軌道上宇宙作業ロボット、地上と衛星などの間の情報通

信システム（データ中継追跡衛星システムを含む）等について、国際協力を視野

に入れながら、計画的に研究開発を進めていく6
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4．2個別分野の開発及び宇宙インフラストラクチャーの開発る運用の進め方・・

（1）個別分野の開発の進め方

①地球観測・地球科学

　　　宇宙空間からの地球観測及びそれを活用する宇宙からの地球科学（以下「地

球観測・地球科学」）は、地球環境の保全に貢献し、人類の生存を守るための重

要な手段の一つである。このため、各国などが打ち上げる衛星及びその運用の整

合性を図り、全体としてrつの大きな「全地球観測システム」を構成することが

望ましく、我が国はこのような国際的システムの構築に応分の役割を果たすこと

　とし、積極的に国際的な協議・調整を進めていくこととする。

　　　我が国としては、2010年ごろには「全地球観測システム」．を構成する衛星の

　4分の1程度の割合を分担することを目指すことが望虚しい。また、衛星による

観測データを国内及び国際間で円滑かつ迅速に提供できるように、世界的な情報

　ネットワークを早期に構築する1ことが必要である。また、これらのネットワーク

　は、アジア・太平洋地域の国々にも広げられる必要があり、我が国はこのような

　ネットワークの構築にも積極的に努力する。

　　　さらに、長期的には、髄適切な地球環境モデルを作成し、衛星による観測デー

　タ及び地表で測定したデータを利用した環境変動を予測できる総合的なシステム

　及び体制を構築することが国際的な課題となる。2020年代には、このような国際

　的システムの完成を目指して、“我が国も積極的に貢献していく。また、このよう

一なシステムの開発・運用に貢献できるように、我が国の能力を高めていくために

　は、人材育成を含む国内における地球科学の研究体制を充実していく必要がある。

　このため、開発・運用機関は研究者及び利用者と十分連携をとりながら研究開発

　を進めていく。

　　　衛星による観測デ「夕の利用拡大に伴い、今後経済的な価値を有する観測デ

　ニータの商業的利用が進むと考えられるが、国としてはその促進のための環境整備

、に努める。

②宇宙科学

　　経済的に豊かになり、国際的水準の宇宙技術をもった我が国にとっては、今

後とも国際協力を着実に進めながらこの分野の活動を拡大していぐことが、重要

な国際的役割である。

　　このため、M－Vロケットにより打ち上げる中型の衛星・探査機を計画的、

継続的に開発・運用し、我が国の先進的技術により地球周辺空間、一月・火星・小

惑星などの探査、金星・火星などの大気及び電離層の観測を進めるとともに、地

上からの観測と連携をとりつつ様々な波長域での天文観測を進める。
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　　さらに、2000年代初頭以降には、上記計画に加えて、’H－llロケット・（発展

型を含む）などにより大型め衛星・探査機を打ち上げ、帽太陽、∴木星以遠の惑星等

への独創性のある未踏め科学探査計画及び静止軌道などからの大忌天文観測衛星

計画を進める。

③月探査　　　　　　　　　　　　　　　，・一　　’
　　月は人類が目にすることができる最も身近な天体であ怯月面を拠点とする

宇宙活動は地球外天体に人間が宇宙活動を広げていく場合の第一歩となるもので

ある。1960年代から197σ年代にかけて、米国及び旧ソ連により月の探査が行われ

たが、継続的・亀体系的な活動には至らなかった二今後は月面を拠点とする宇宙活

動の可能性を検討するため1月に関する科学的知見を蓄積し、月全体の地形、地

質・鉱物組成やその分布等の詳細な探査が必要となる。

　　我が国どしでは、．宇宙開発事業団と宇宙科学研究所などが連携・・協力し、20

00年代初頭以降、’ ﾈ学探査及び月め利用可能性調査を目的として、’月周回観測や

月面着陸探査をはじめとした体系的な無人月探査計画を実施すべく、その具体的

な進め方を検討する。同計画は、合理的なコズトで段階的に、成果を評価しなが

ら進める6

　　・さらに、2010年以降202a年代にかけて、’各国の無人月探査の成果壷踏まえっ

つデ国際協力による月面天文台などぺ発展しでいく可能性があるるこのためぐそ

のような状況に備えて、着実に関連技術の研究開発を進め、技術の蓄積と高度化

を図る。・㍗　・　　’』ご

『④通信㌧放送・測位、

　　　通信、、放送及び測位の需要は曳高度化、多様化の速度が速くくこのような動

　きに的確に対応するため、国際的なネヅトワーク構築の動向を踏まえながら、携

　帯用移動体通信、立体ハイビジョン放送並びに航空機、船舶及び自動車のナビゲ

　ーション等の、新たに求められるサービスを適時適切に提供できるように、継続

　的に新技術の開発を行うていぐげ

　　　このため国は、情報め大容量化、携帯用利用者端末の小型化忌めための多様

　な技術開発を行うとともに、柔軟性のある開発の進め方を心掛ける6また、欄発

　期間の短縮など衛星開発の効率化の観点から、既存の大型衛星及びJEMを活用

　した技術実証を行うとともに、中小型衛星などの開発を進める。・

　　　また、’基礎的・・先端的技術やシステムめ基盤となる技術のうちζ研究開癸要

　素が大きくぐ衛星を利用した実証が必要な技術や闘発リズクが大きい技術は、国

・が研究開発を実施ずるd他方、・国際的な動向を踏まえっづ｛∫官民が適切な役割を
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分担することにも留意する。ρ

　　今後とも、国の行う技術開発の成果が民間に適切に移転され、実用化される

ことにより国民生活の向上に貢献できるよう、適切な環境整備に努める。

⑤宇宙環境利用

・微小重力利用

　　宇宙環境を利用して得られた新しい知識は、将来の宇宙における本格的な研

究や生産活動の実現に活かしていくとともに、地上での研究・生産活動にも反映

することが重要である。このために、当面は、我が国初の「軌道上研究所」であ

るJEMを中核としてくこれを最大限に活用して実験・研究を行う。

　　2000年過ぎの宇宙ステーションの運用開始まで1ま、落下塔、航空機、小型ロ

ケット、回収カプセル等の活用や、米国のスペースシャトルの利用など国際協力

により、微小重力の実験機会を確保する。それによって、宇宙環境利用技術の開

発を進めながら、できるだけ多くの経験を積み、あわせて、宇宙開発事業団と国

立試験研究機関などとが連携・協力できる総合的な研究体制を構築するとともに、

各研究分野毎に中心となる研究体制を整備する。

　　宇宙ステーション運用開始後は、これへの参加を中核として、上述の総合的

な研究体制の下で、明確な研究目標を立て、宇宙環境利用について実験・研究の

経験を十分積む。これにより、技術の開発と高度化を着実に進め、将来の新技術

　・新産業の創出にも貢献することを目指す。また～アジア・太平洋地域の国々と

も、微小重力利南分野の実験・研究についての協力の可能性を積極的に探究し、

JEMにおいてこれらの国々の要望も踏まえた実験活動などを実施していく。他

方、JEMでは実施が困難な、より高度の微小重力環境を必要とする実験を実施

するため、HOPE、無人プラットフォーム等を活用することが望ましい。

　　宇宙ステーションの運用経験を踏まえ、宇宙環境利用の高度化、’多様化に向

．け、恒常的に実験・研究を行うことができる完全自動化した本格的無人プラット

フォームや有人・無人のメリットを合わせ持つ有人支援型プラットフォームの研

究開発を国際的視野に立って進めていぐことが期待される6∫そのような努力を積

み重ねることによって、次世代宇宙ステーションが実現する場合には、我が国と

して、より大きな国際的役割を担うことを目指す。

・太陽エネルギー利用

　　宇宙活動におけるエネルギー生産や自給のためには、宇宙空間で太陽エネル

ギーを高度に利用していくことが必要であることから、その効率的な利用技術に

？いて国際協力も考慮しつつ研究開発を進め、JモMなどを用いた実証実験を行

　　　　　　　　　　　　　　　　一18一・
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響疑

う。また、これらの実証実験の成果を踏まえ、太陽エネルギー利用の高度化あ可

能性を追求する。

⑥有人宇宙活動

　　人類はこれまでも、その長い歴史において活動領域の拡大を図ってきたが、

人類がその活動領域を宇宙へと拡大していくことは人類が永続的に発展、繁栄し

ていくという希望のあらわれの一つであろう。地球の有限性についての認識が高

まる一方、技術的にかなりの信頼性をもって宇宙へと活動領域を拡大する可能性

を有するに至った現在において、人類が宇宙に進出したいと考えることは自然な

欲求であるということができる。

　　有人宇宙活動に？いて1我が国としては徹底した信頼性、安全性の確保を図

り、可能な限り自動化技術を活用しつつ、人間の介在により格段の効果と信頼性

の向上が期待できる活動について進めていく。

　　当分の間は、米国、ロシア等の有人宇宙活動の先進国との国際協力を基本と

する。まずは、JEMの運用を通じて有人宇宙活動についての経験を十分に積み、

ロボットを利用した有人支援技術、テレサイェンス（地上からの遠隔操作宇宙実

験）技術面、有人宇宙活動を支援する技術をより信頼性の高いものにしていく。

また、人間が宇宙空間で生活していくための基礎となる閉鎖生態系の技術開発の

推進及び宇宙飛行士の健康管理、宇宙酔いの解明等の宇宙医学の研究体制の整備、

充実を行い、有人関連の基盤技術の修得及び人材の育成に努める。

　　宇宙ステーション運用終了後には、JEMの運用を通じて蓄積した有人技術

及び有人宇宙活動の経験並びに我が国の無人技術を最大限に活用し、国際協力に

よる次世代宇宙ステーションあるいは月面における有人宇宙活動といった展開の

可能性に対処できるようにしていく。

　　長期的には、宇宙での滞在がより一般的になることが有人宇宙活動め主要な

目標となるものと予想され、大きな技術革新によって一般人でも行けるようにな

ることを目指し、国際協力を進めながら、息長く有人宇宙活動に関する基盤的・

先行的研究を進めていく。

（2）宇宙インフラストラクチャーの開発・運用の進め方’

　　以上の各個別分野における宇宙活動の拡大、．高度化、L多様化の進展に伴い、

これらの宇宙活動を効率的かつ安定的に展開していくために必要な共通基盤的な

設備、施設及びシステムが宇宙インフラストラクチャーである。これは、

①衛星打上げロケットなどの輸送系

②宇宙ステーション｛プラットフォーム等の拠点系

　　　　　　　　　　　　　　　　一ユ9一
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③地上と衛星などの間の通信を行うデータ中継追跡衛星システム、追跡管制シ

　　ステム、射場等の支援系

に分けられる。

　　このうち、宇宙へのアクセスに必要な輸送系は、宇宙活動を自在に展開して

いくための基本であり、自ら開発・運用できる能力及び技術力を保持、’発展させ

ていく必要がある。

　一方、宇宙インフラストラクチャーは、世界全体の宇宙活動の効率化の観点か

ち、国際共同開発、国際的な相互適合性を確保した形での分担開発、各国が開発

したものの国際的な相互運用等、様々な形で国際協力を行うことが望ましい。こ

の意味で、宇宙インフラストラクチャーは全体として各国の宇宙活動を支える

「国際共用インフラストラクチャー」の側面も有する。今後は、宇宙インフラス

トラクチャーのそのような側面がますます重視される傾向が強まるとみられるこ

とから、我が国はその開発・運用に当たり、国際的な視野に立って対応していく。

…’　　←一』』△　　　…削畠一－囮一晒醐

ﾓ／

　　　　　　　｝

　　　　　　　；

①、輸送系

　　M－Vロケットは宇宙科学分野の中型衛星・．探査機計画に対応するものであ

り、国際的に評価の高い我が国の宇宙科学を安定的にかつ高度に推進していくた

め引き続き開発を進める。

　　静止軌道に衛星を打ち上げることができるロケットとしては、．我が国初のN

－1、ロケットとH－llロケットを比べると、この約210年間に打上げ能力はおお

よそ1・5回忌、打上げ重量当たりの輸送コストはおおよそ8分の1となった。2

　1世紀にはこれらの打上げ能力や経済性を格段に改善する必要がある。、（図11

参照）このため、H－llロケットの大きな技術的発展性を活かし、まず、卜．その高

度化開発を進める。その上で、その成果を的確に反映しながら、「低軌道に20ト

ンL（静止軌道に4トン）程度の打上げ能力を持つH－ll発展型ロケヅトを研究開

発し、輸送コス・トの低減化を更に進めるなど、2000年代の多様な打上げ需要に応

えられる柔軟な輸送手段を確立する。

　　　またく宇宙ステーションへ物資を補給したり、成果物などを再び地上に持ち

帰るといった宇宙と地上との間の往還輸送の需要に応えるため、HOPEを2000

年代半ばころに実用化することを目標に研究開発を進める。HOP・Eは、プラッ

　トフォーム等への機器の交換などの軌道上作業を行うため、ロボット機能を備え

．’ 驍ｱととする。また、HOPEは無人かつ有翼型の往還機という国際的に特色の

　あるシステムであり、’その利用については積極的に国際的に開放する。

　　　一方、輸送コストを大幅に低減するためには、革新的な設計思想を採用した

　完全再使用型輸送機などの実現が不可欠である。したがって、今後の約20年間

　　　　　　　　　　　　　　　　　一20一・

㌧

㊥ご

魯

に、過去20年間の輸送コストの改善度と同程度の一膚の輸送コストの低減化を

目標に、H－ll発展型ロケットとHOPEの技術開発の成果を踏まえ、宇宙環境

保全にも配慮した無人の完全再使用型輸送機を実現することを目指す。

　　有人輸送システムについてはぐ当面米国のスペースシャ・トルなどを利用して

宇宙ステーションへ宇宙飛行士を輸送する6また、その後は、スペ』ズシ帝トル

後の新しい有人輸送システムの開発の動向を踏まえながら、、これに適切に対処で

きるよう無人輸送技術と有人技術の育成と蓄積に努めていく6・ただし、将来の国

際的な有人輸送システムの開発・運用の動向によっては、HOPEの有人宇宙往

還機への技術的発展性を具体化することが望ましい状況になる可能性もあり、そ

の点も念頭に置いて、HOPEの研究開発を進めていくことが望まれる。

　　また、2020年代には、三際共同開発により、水平離着陸能力などを有するス

ペースプレーン（有人宇宙航空機）の実験機の飛行を実現することを目標として、

我が国としても基礎的・先行的研究を進めていく。

②拠点系’

　　無人の拠点系にういてはぐ宇宙環境利用分野の実験を効率的に行うため、国

際共同開発の可能性も十分念頭に置きながら、まず、2000年代初頭以降の利高を

目指して軌道上で実験機器の交換などができる無人の血中高度プラットフォ』ム

の研究開発を行い、その後、無人の静止プラットフォームへ発展させる。

　　プラットフォームなどへの燃料の補給一機器の交換等め軌道上作業を行うた

めには、当面、実用化されたHOPEを利用するこ．ととし～’2010年代初頭に、宇

宙活動の拡大により軌道上作業に対する需要が増大した段階では、国際共同開発

又は相互適合性を確保して軌道上宇宙作業ロボットなどの開発を目指し、国際的

な相互運用を図っていくみ

　　・宇宙ステーションのような有人の拠点系については、有人宇宙活動の中でも

触れたように、吟後とも国際協力の下でその開発、運用を進めていく。’：

③支援系

　　宇宙活動の高度化と拡大に応じて、H－II発展型ロケットに必要な射場の整

．備を行うとともに1・HOPEの薪究開発の進捗に応じてその着陸場を確保する。

また、2「世紀の宇宙開発め発展、衛星打上げ需要の拡大によっセ、ゴこれらの射

・場の整備・運用についでは新たに適切な方策が必要となる可能性があり、安全確

保、・国際協力等の幅広い見地に立ってζ長期的に必要となれば国内の射場などを

補完するものとして海外に射場などを確保することも検討する6

　　低中高度軌道上の衛星などで取得した大容量の観測デ・」夕、実験データを伝
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送し、HOPEなどを常時追跡管制するためのデータ中継追跡衛星（DRTS）

システムについて、、2000年越ろの打上げを目指して研究開発を行い、地球観測衛

星やJEMとのデータ中継などについてシステム全体の実証を行う。

　　21世紀に本格化していく有人宇宙活動の支援、無人活動の量的拡大と質的

高度化を円滑に実現するため、、増加傾向にあるスペ「一スデブリや、小惑星・彗星

などの監視システム及び宇宙放射線環境予報システムを2000年代半ばを目途に国

際的に共同して開発・整備していくことを目指す。

第5章宇宙開発利用のための人材の育成と国民の理解

5．1研究者、技術者等の人材育成

　　宇宙開発利用は、国民の理解を得ながら、長い将来にわたって受け継がれて

いくべきものである。このように、・宇宙開発利用を長い将来にわたって継続的に

推進していくためには、何と言っても．それを支える人材の育成と確保が必要不

可欠である。’ ｱのため、以下のような措置を講じていく必要がある。

（D21世紀の宇宙開発利用の広がりを展望すれば、創造的な宇宙開発に努力する

ことが一層重要な時代となる。このため、宇宙からの地球科学、宇宙医学、宇宙

での材料・生命科学等の幅広い分野において、計画的に研究者や拉術者を育成し

ていく。

　　　したがって、大学、国立試験研究機関及び民間における関連分野の研究活動

の充実、国の宇宙開発の着実な拡大を図りつつ、国内外に開かれた積極的な研究

者、技術者による人的交流の促進などを進めくさらには、宇宙法、宇宙心理学等

の人文・社会科学分野の人材育成を行う。

（2）・将来にわたり、未知なる宇宙への挑戦の担い手となる青少年については、例え

ば、宇宙開発を初等・中等教育の教材に取り上げることにより宇宙に対する関心

を一層高める。また、小中学生が夏季休暇時に合宿などを行って宇宙について学

ぶスペースキャンプなどの事業を通じて生徒や教師が宇宙開発の現場において宇

宙技術や宇宙開発に接する機会をできるだけ多く設け、将来、多くの青少年が宇

宙開発に関係する分野で活躍したいという意欲を持つような環境を作る。

　　　さらに、大学などを含む若手研究者に対して、小型衛星を利用した実験機会

　　　　　　　　　　　　　　　　一22一・
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の提供、海外の研究者との交流、関係機関の試験設備を円滑に利用できる体制の

整備等の支援を充実する。

③今後、宇宙分野において、我が国がアジア・太平洋地域の国々との協力を拡大

　していく中で、これらの国々の若手の研究者、技術者の活動を支援していく。

5．2国民の理解

　　　宇宙開発については、他の科学技術プロジェクトに対して比較的大きな資金

を要するため、その推進に当たっては国民の理解と協力を得ることが必要不可欠

であり、宇宙開発の目的、開発状況、成果等の実状を分かりやすい言葉、写真、

映像等により、率直かつ正しく伝える努力を行うことが重要である。

　　このため、日本の宇宙開発についての情報をいつでも提供できるよう、官民

が協力して普及啓発の実施機関の基盤と体制を一層強化する必要がある。また、

その上で、「宇宙の日」　（毎年9月12日）などの機会を活用し、様々な催しの

実施、科学二等の支援、宇宙開発機関などにおける宇宙活動の模擬実験の実施等

を行い、国民が宇宙技術に直接触れて体験できる機会をできるだけ多く確保する

ことが必要である。さらには、我が国の宇宙活動についての報告の作成・公表な

どを幅広く進めていくことも効果的である。

第6章民間の宇宙開発利用の促進のための環境整備　　五

　　　21世紀において、宇宙開発利用が国民にとってより身近なものになり、生

　活の中に定着していくためには、民間の宇宙開発利用の活発化が必要である。ま

　た、国の宇宙開発の円滑な推進のためにも、国の宇宙開発プロジェクトに参画し

　ている宇宙機器製造業を中心とする宇宙産業及びそれを取り巻く産業の基盤がし

　つかりしている必要がある。

｝・ F宙先進国の欧米等における宇宙産業も、これまで国防分野、民生分野を問

わず、その事業の大半を国からの受注（官需）に依存しており、民間単独の事業

としての本格的拡大は21世紀に入ってからになると考えられる。また、冷戦終

結後の世界的な軍縮の動きに伴い、国防関係を中心とする航空宇宙分野での相対

的な規模の縮小が進む中で・企業の生き残り牽かけ・ま左・競争力の維持’確保

　　　　　　　　　　　　　　　　一ピ23一
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を目的として、関連企業間での合併なども進んでいる。

　　我が国では、民間事業者による衛星通信・放送のサービスは進展しているが、

宇宙機器製造業は国の宇宙開発計画への参加が主であり・欧米の宇宙産業と比べ

ても民間企業としての自立度が低い状態にある。このため、我が国の宇宙産業は、

21世紀に向けて、自ら企業体力の強化を図りつつ、長期的観点から、事業活動

の拡大に向けた努力を一層強化することが期待される。

　　今後、国としては、民間による事業活動の促進と円滑化に資するため、宇宙

実証・実験機会の提供、一技術移転の円滑化、国の試験施設などに対する利用の要

望への適切な対応、税制・財政投融資上の措置による痛切な支援、事業活動の進

展に対応して必要となる制度の整備等を行うことにより、適切な環境整備を進め

ていく必要がある。

㈱

（1＞H－IIロケット（発展型を含む）を用いた先進的宇宙科学計画などの推進に

当たっては、宇宙科学研究所と宇宙開発事業団は連携・協力の下で、国立天文

台などの宇宙科学関連研究機関とも適切な役割分担を行う。また、’ gOPEな
どの宇宙往還機及び将来の完全再使用型輸送機の研究開発については、宇宙開

発事業団は、今後とも航空宇宙技術研究所、宇宙科学研究所等の研究機関の基

礎的・先行的研究の成果の積極的活用を図るなど、適切な協力関係を構築し、

効率的に研究開発を進める。

（2）地球観測・地球科学及び宇宙環境利用の分野については、それぞれの対象領

域が広範であることもあり、その推進のための体制が十分組織化されていない

のが現状である。このため、今後はこのような利用側の体制の整備、充実に向

けて、共同研究の推進などにより開発機関と利用機関の協力関係を強化してい

　く。また、宇宙医学の研究についても、まだ十分な研究体制が整っていないた

め、今後宇宙開発事業団と関連する大学及び国立試験研究機関が連携、協力で

きる研究体制を構築していく。

、

第7章宇宙開肇の推進体制の強化

7．1回忌開発委員会の活動強化

　　　宇宙開発委員会は、その設置法に述べられているように「宇宙の開発に関す

る国の施策の総合的かつ計画的な推進とその民主的な運営に資する」ことを目的

としたものであり、今後とも、我が国の円滑な宇宙開発の推進のため、中期計画

の棄定などによる各種施策の審議の充実強化、開発計画に対する適切な評価の実

施、我が国の宇宙活動に関する報告の作成と公表等によりその活動強化を図るべ

　きである。

（3＞今後の我が国の宇宙開発においては、創造性の発揮が特に重要であり、この

ためには新しい発想に基づく基礎的・基盤的・先行的研究の推進が極めて重要

である。このため、宇宙科学研究所、航空宇宙技術研究所などの国立試験研究

機関、宇宙開発事業団及びその他の研究機関（特殊法人の研究所を含む）にお

　いて将来を見据えた基礎的・基盤的・先行的研究を強力に実施していくととも

に、大学などにおいても同様に研究の充実が図られていくことが期待される。

　　なお、今後、国際協力を樟極的に視野に入れなければならない大規模な宇宙

開発プロジェクトの推進のためには、研究開発体制の強化が必要になってくるも

のと考えられ、そのための不断の検討を行っていく必要がある。また、諸外国と

の国際協力に伴う諸課題に対して、国内的にも適切に対処していく必要がある。

■
μ
嘗
扉

7．2宇宙闘発機関などの活動強化及び協力強化

　　今後の我が国の宇宙開発が期待される十分な効果を上げていくため、各機関

が果たすべき役割の明確化とその活動の強化を図るとともに、開発機関の間及び

開発機関と研究機関、利用機関との間の連携・協力を一層強化していく必要があ

る。

　　このため、今後の宇宙開発機関などの事業活動については、特に以下の点に

十分に留意して進めることが重要である。

一24一

7．3資金の確保・

　　　主要国における宇宙開発予算は、1993年度で比較すると、米国が約1兆6千

　6百億円’（NASAのみ）、欧州宇宙機関（ESA）が約3千4百億円、フランスが

約2千8百億円、ドイツが約1千6百億円であるのに対し、我が国は約2千億円

である。また、これらの予算を国民総生産（6NP）に対する比率で比較すると、

米国は0．227％’ iNASAのみ、1992年）、フラ：ジスは0．「53％（／991年）、’ド

イツは0．058％（1991年）であるのに比べ、我が国は0．04．0％（1992年）と低
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い値となっている。

　　これまで、我が国の宇宙開発は国際的に評価の高い宇宙科学分野、自主開発

を行ったH－llロケット等相対的に小規模な予算で相当の成果を挙げてきており、

今後とも効率的開発を進めていくことは極めて重要である。

　　一方、第4章において示した宇宙開発を進めていくための所要資金は、各プ

ロジェクトなどの研究開発の具体化に当たり、さらに検討を要する部分が多くあ

り、また、今後の諸情勢の推移に影響されるものでもあるが、現時点でそれぞれ

のプロジエクトに1995年度以降15年間に必要となる資金を試算すると、合計で

7兆円程度となる。この内訳は、先進的宇宙科学計画などに約1兆2千億円、地

球観測・地球科学及び通信・放送・測位に約2兆円、宇宙ステーション、宇宙環

境利用及び有人活動に約1兆8千億円、宇宙インフラストラクチャーに約2兆円

である。

　　創造的な技術開発には、当初の期待通りの成果が得られるとは限らないとい

うリスクがあり、また、国内外の情勢によってはプロジェクトの優先度に変化が

生ずることもあり得る。国の科学技術に対する投資全体の中での宇宙開発予算の

規模に関する検討も引き続き行われるであろう。したがって、第2章に述べたよ

うに、今後の宇宙開発プロジェクトの推進は、適切な評価、検討を加えつつ、計

画的かつ柔軟に進めていくことが必要であるが、世界と我が国の将来のため・第

4章に示した宇宙開発の目標の達成に向けて、着実に開発が進められるよう所要

資金の適切な確保が必要である。

一26一 一27一
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陰引

回語音13　　各論

　　この「第ll部　各論」においては、　「第1部　総論　第4章」で示した我が

国が目指すべき宇宙開発の目標及び研究開発の進め方について、特に補足すべき

と考えられる具体的事項を中心に記述する。

　　また、今後の開発スケジュールの目安となる線表などを添付する。

第1章宇宙活動の個別分野の研究開発の進め方

1．1地球観測・地球科学（表1参照）

ノ

（D　「全地球観測システム」の構築

　　地球環境問題の解決に大きな役割を果たす「全地球観測システム」を、国

際的な役割分担により2田0年ごろまでに構築するとともに、将来の地球環境変

動を予測できるシステム及び体制の可能性について見通しを得るb

①2田0年ごろまで

　イ．衛星の開発等

　　　低中高度軌道衛星については、米国、欧州の地球観測衛星計画との間で

　観測センサの種類、性能等の調整を図り、観測センサの国際的な相互搭載な

　どを行う。静止衛星については、主としてアジア・西太平洋地域め観測を分

　担する。

　　　観測センサの開発については、研究者を含む利用者の要望の高度化に対

　温し、観測センサの精度・空間分解能などの高性能化及び新たな対象を観測

　するための能動型観測センサなどの開発を行う。なお、’これらの開発につい

　ては、適宜、航空機、小型衛星、JEM等を用いて実証し、効率的かつ着実

　に進める。

　　　実時商・高頻度の観測が必要な気象・災害監視、高頻度の観測が必要な

　海洋観測、定期的な観測が必要な自然状況調査、ある程度間隔をおいた観測

　でよい資源探査等、目的によって観測頻度が異なる。このため、観測センサ

　の衛星への搭載に当たっては、この点を十分踏まえ、グローバル観測、陸域

　詳細観測等その目的に応じた観測センサを適切な衛星に搭載妖適切な間隔

　で打上げを行う。

　　以上の観測センサの開発及び衛星搭載の計画の策定に際しては、、＼地球観

測衛星調整会議（CEOS）、極軌道プラットフォーム調整会議（EO－I

CWG）等において、国際的に十分調整を行う。また、アジア・太平洋宇宙

機関会議（APRSAF）などを活用し、アジア・太平洋諸国の具体的需要

を衛星計画に反映させる。　　　　　　　　　　　　’・
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ロ．地上施設の開発・整備

　　各種地球観測衛星の観測データを効率的に受信するため、アジア・太平

・洋地域を中心と・して、相手国の国情や必要性を勘案レまた、政府開発援助

　（ODA＞の活用にも留意しつつ、受信設備の逐次拡大を進めるdまたく全

世界の観測データを我が国において随時に取得するため、デr夕中継追跡衛

星システムを構築する。，

　　観測データの国内及び国際間の流通を円滑化、迅速化するため、地球観

測情報ネットワーク（GOrN）、地球観測衛星情報ネットワーク（GSO

IN）等の世界的な情報ネットワークの構築を推進し、その運用の経験を積

み重ねる。

　　大量の観測データを高い精度で迅速に処理・解析する機能を整備し、処

理・解析後のデータを利用者が利用しやすい形で提供するシステムを構築す

る6

ハ．地球規模の諸現象の解明等

　大気成分、海面水温等の物理量を高精度に抽出し地球環境モデルを作成す

ることにより、全地球規模の諸現象を解明し、国際的な地球環境変動の予測

を行うシステムの構築に向けて努力を行う。

②20m年ごろ以降’
　一2020年代には、’．「全乳球観測ジステム」・の曽層の高度化と成熟化のため・我

が国として分担すべき高性能な観測センサの開発などを継続するとともに、，プ

ラットフォ“ムの利用、観測頻度の向上㍉観測項目の拡大等を図る。

　　さらに、、地球環境変動メカニズムの研究体制を充実するとともに、情報ネ

ットワークや大容量デ←夕解析機能の高度化などを行い、9世界の情報ネットワ

、rクから入手した地表観測デーダなどと併せて、国際的に地球環境変動を予測

できるシステムと体制の構築が可能となることの見通しを得る。

・（2＞ビ推進環境整備

イ．地球科学及び利用研究体制の強化
　　　，「全地球観測システム」及び地球環境変動予測システムの構築に尚けて、

　残が国が国際的に実質的な貢献をするためには・地球料学及び資源探査などの

　利用研究において、人材育成、教育の充実、若手研究者への支援拡充による人

　材の確保等を図るみまた、宇宙開発事業団並びに多様な分野の地球科学関連研

　究機関及び研究者が、・密接な連携と相互協力を行い、我が国全体として総合的

　に研究を進めるための体制の整備を図る。

一50一
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回．観測データの利用拡大方策

　　観測データの利用拡大を図るために、宇宙開発事業団などの開発・運用機

関と国立試験研究機関、大学等の利用者が協力し、共同研究及び実証研究の拡

大による観測データの有効性の確認、データ処理・解析ソフトウェアの流通等

のための環境整備などを行う。

ハ　中長期的な計画の策定

　　宇宙開発委員会において、観測センサ及び衛星の開発・打上げ、開発機関

と利用機関を結ぶ情報ネットワークの構築、地球科学及び利用研究の推進方策

等について、国際的な動向を踏まえた上で、我が国として取り組むべき方向を

示す中長期的な計画を黄定する。

1．2宇宙科学（表2参照）

（D観測・探査計画

　　　宇宙科学は、衛星・探査機などを用いた直接観測及びこれらを用いた大気

外からの天文観測を手段とし、全宇宙を研究の対象とする分野であ似、　「太陽

系科学」と「スペース天文学（大気外からの天文観測）」の2つに分けられる。

　　　それぞれについて、今後の観測・探査計画は以下のとおりとする。

①太陽系科学

　　中型衛星・探査機計画を推進することにより、地球大気や電離層の研究を

さらに発展させぐ火星・金星などの大気や電離層の研究を進める。また、月の

内部構造の研究を進め、その成果を火星など他の天体の内部構造の研究に反映

させる。さらに、小惑星、彗星等の小天体からの試料採取を実施する。これら

の研究を通して、太陽系の構造、進化、生命の誕生の謎などを探る。

　　2000年代初頭からは、上記計画に加えて、大型ロケットにより、水星、．太

陽、木星より遠い惑星及びその衛星群の大気や電離層の科学探査等太陽系惑星

に関する独創性のある未踏の科学探査を計画的に実施していく・。また、国際的

な月・惑星の多点観測網（ネットワーク）、移動探査機による地質調査等を実

現する。．

　　2020年代には、観測対象をさらに太陽系外縁部まで広げ、中型衛星・探査

機計画の継続的発展及び国際協力を視野に入れた大型ロケヅトによる新たな月

・惑星科学探査計画の推進を図る。
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②スペース天文学
　　中型天文観測衛星を用いて、X線、赤外線、電波等多様な波長域で高感度

撮像、干渉計等の先進的技術による観測を行い、地上からの観測施設と連携し

て、宇宙観測のフロンティアを広げる。

　　2000年代初頭からは、上記計画に加えて、静止軌道及び太陽周回軌道に、

個別波長の高精度観測機能または多様な波長域の観測機能をもつ長寿命の大型

天文観測衛星を展開するP

　　2020年代には国際協力を前提として、軌道上の天文観測衛星と月面上の無

人・有人天文台を組み合わせて宇宙規模の干渉計を構成するなど、先進的観測

計画が推進される可能性がある。これ1と対して、・我が国は兎国際的にふさわし

い役割の分担を行う。

（2）推進環境整備

イ．宇宙科学研究の充実・強化

　　　我が国が宇宙科学の分野で国際的にふさわしい役割を果たしていくために

　必要不可欠な研究者などの養成、確保に留意しつつ、宇宙科学研究所及び宇宙

　科学関連研究機関などにおける研究の充実強化を図る。

ロ　国内機関間の連携・協方’

　　大型の観測♂探査計画については、宇宙科学研究所は宇宙開発事業団との

連携♂協力の下に、三三天文台など他の宇宙科学関連研究機関との適切な役割

分担を行い、研究者の考え方が十分に反映される形で効果的な推進を図る・

ハ．国際’協力の推進

　　宇宙科学6発展が人類全体の知的フロンティアの拡大に役立つものである

ことから、諸外国の観測・操査計画に参加するとともに、我が国が主導して行

う観測・探査計画にも広く諸外国の参加を求めるなど、積極的な国際協力を進

める。

1．3月探査（表2参照）一

（D探査の進め方
　　　月面を拠点とする宇宙活動の可能性を検討するために、まず、無人探査を

継続的、段階的に進める。

一・ T2一
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①無人月探査活動の準備

　　新たな技術課題に対処するため、月面の部分的な模擬実験、遠隔実験、観

測技術等の要素技術について、早期に研究開発に着手し、着実に推進する。

②「無人月探査計画」

　　月の科学探査と利用可能性の探究の2つを目的として、H－llロケヴト

　（発展型を含む）により、宇宙開発事業団と宇宙科学研究所などの密接な連携

・協力の下で、2000年代初頭以降から以下のように段階的に実施すべく、具体

的な進め方を検討する。各段階の終了時には、それぞれの成果の評価を十分に

行う。

第1段階：月周回翻衛星による月面の観測．（雁ρ群翻・月図体の
　　　　地形・地質調査等）

第2段vｲ灘警よる探査師でρ直琴賜騨学●環境

第3段階：月面からの試料採取（標本の地球への回収と舵音での分析）

③　「無人月探査計画」の終了後

　　2田0年以降には、各国の無人月探査の成果を踏まえ、例えば恒常的に月面

から無人科学観測・月利用実験等を行うことを目的とし左無人月里離測・実験

システム（月面天文台等）の構築など、国際協力による月面活動が行われてい

る可能性がある。

　　さらに、2020年代には高信頼性、低コストの有人輸送などを可能とする宇

宙インフラストラクチャー覧め開髭・運用を前提とし・また・．擁立活動が＋分に

効果があることを見極めた上で洞際即1こよる有人月忌支台などの鰹へ

と進むことも考えられる。

　　以上のような国際協力については、我が国も積極的に参加していく。

②国際協力など、

　　月の探査を進めるに当たって1ま・国際的1と整合性のとれた汚動を宰施する

ため・諸外国の観測セ．ンサなどの相耳搭載・翻測データの雲脚利用等の国際協

力を積極的に推進するる

　　　また、米風七シア、主要欧州諸国及び我が国が未だ批准していないもの

の・既に「月その他の天体における国家活動を律：する協定（月’協定）上が発効・

、していることに留意し、月面環境の保全に1も配慮する。．
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1．4通信・放送・測位（表3参照）

q）技術開発の進め方
　　高度情報社会の実現に向けて、将来の衛星利用者の高度化・多様化する需

要に的確に対応し、情報伝送の大容量化、端末のパーソナル化等を進めるため・

以下のような先端的技術を計画的、継続的に開発し、衛星技術の開発と蓄積を

図る。

①当面の技術開発

　　　通信・放送・測位を、

　　・複数の固定した地点（ビルなど）の間の通信を行う固定通信

　　・自動車、船舶、’航空減等移動体との通信を行う移動体通信

　　・立体ハイビジョ7など主に映像を放送する衛星テレビジョン放送

　　・自動車など移動体を対象に高音質な音楽などを放送する移動体デジタル

　　．音声放送
　　・航空機、’船舶、’自動車等のナビゲーション

　の5つに分類する。分野毎及び共通の主な技術開発項目は以下のとおりであ

　る。

イ．　分野毎の技術開発項目

○固定通信
　　　多数の地点間において、需要に応じて柔軟に通信回線を設定し・超高

　速デジタル信号やテレビなどの映像も含めた大量の情報を高津に伝送する

　ため、高機能コンピュータの利用による衛星内李換など衛星ρインテリジ

土ント化」衛星用アンテナの大型化・マルチビーム化、中継器の大出力化

　・広帯域化、静止衛星間通信システムの大容量寿齢の技術開発を行う。

○移動体通信
　　利用者端末の小型化により携帯性を向‡させ・出：カの小さい移動体相

互の直接通信を可能にするなどのために・衛星のインチツジェン冠ヒ・衛

星用アンテナの大型化・マルチビーム化、中継器の大出力化・田中高度衛

三間通信システムの高度化、先i端的利用者端末等の技術開発を行う。

○衛星テレビジョン放遷
　　テレビ映像の一層の高精細花、立体映像の実現等のために、広い帯域

を利用できる高い周波数帯の開発、・衛星用アンテナの大型化、中継器の大

出力化・法帯域化等の技術開発を行う。
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○移動体デジタル音声放送

　　利用者端末の小型化のために、衛星用アンテナの大型化、中継器の大

出力落蓋の技術開発を行う。

○測位

　　状況によっては、GPSの後継として移動体通信と複合化した測位シ

ステムが実現する可能性がある。この衛星については乱国際協力も考慮し

ながら必要に応じて研究開発を行う。

ロ．　共通の技術開発項目

　　　衛星利用が拡大するにしたがって、静止軌道位置及び周波数の混雑が

　予想されるため、未利用の新しい周波数帯の開発を進めるとともに静止軌

　道位置及び周波数の確保を行い、マルチビーム化など、それらを有効に利

　用する技術を開発する。

髄②長期的な技術開発

　　　長期的には、通信と放送の融合を睨みつつ、上記の技術の一層の高度化

　と成熟直談目指すとともに・将来の様々な逼信・放送及び測位システムに関

　する基礎的な研究、技術開発及び宇宙実証を行う。

③衛星開発のあり方

　　　今後の衛星開発においては、一層の効率化と柔軟性のある開発のため、

　これまでの成果と経験を十分に活かし、中小型共通バスの開発、衛星機器の

　小型化「軽量化等のための共通基盤技術の開発を進める。．，

　　　また、急速に高度イ豚多様化する需要牽踏ξえ1（三三的な技術開発を継

　続し、先端的な衛星技術を育成していく。このため、開発機関は、利用・運

　用機関と密接に連携して、衛星と地上設備の間で適切に機能が配分されるよ

　う技術開発を霞め・さらに実証を行うごとにホり1先端的衛星機器技術の開

　発や衛星組立技術の蓄積を行う。

④国際協力の推進
　　　サ「ビス地域9）ボーダーレス化（無国籍化）に対応しく国際協㍗を考慮

　して高機能な衛星の研究開発を行う。また・アジア・木平臆面甲と9）間にお

　いて衛星通信ネットワークの国際共同実験などを推進する。　　　齢

（2）推迄環境整備．

　　　肉発した高度を技術が、，民間の事業者に適切に移転され実用化されていく

よう、適切な措直を講じていく。また1衛星通信・放送サービスの実利用の拡

大、高度化に向けた民間事業者の活動を促進するため、税制及び財政投融資上

　　　　　　　　　　　　　　　　一55一
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の措置による適切な支援などを行う。

1．5宇宙環境利用（表4参照）

　　宇宙環境利用には、微小重力などを利用した生命科学、新材料等の知見の

獲得及びその応用並びに無限の太陽エネルギーを利用した研究開発がある。

（D微小重力利用

　　　JEMは我が国初のT軌道上研究所」であり、これを中核として最大限に

利活用し、以下のように段階を追って、着実に研究を推進する。

①宇宙ステーションの運用開始まで

　イ．多様な実験手段の利用

　　以下のような実験手段を、それぞれの特徴を活かしながら組み合わせ計画

的に実験を行うことにより、技術の蓄積を図る。

　　（イ）実験撞術の向上友び実験デ「夕の蓄積のため、短時間ではあるが簡便か

　　つ安価で実験ができる落下塔、航空機、小型ロケット等6微小重力実験施

　　設・設備を計画的・継続的に利用する。

　　⑪上記地上実験・研究での成果に基づく多様な要求に簡便かつ効率的に対

　　応できるよう、無人の回収カプセルなどを開発・利用する。

　　（ハ）JEMの利用に備えて多様な実験機会を数多く確保するため、有人での

　　実験が可能な米国のスペースシャトルなどについて、共同研究、実験装置

　　　の相互利用等の国際協力により積極的に利用する・

ロ．　宇宙環境利用手段の先行的研究開発

　　　HOPE、無人プラットフォーム等のより高度な宇宙環境利用手段につ

　いて、自在性の確保の観点から、先行的な研究開発を進めておく。

②宇宙ステーション運用開始後
　　それまでの技術の蓄積と広範かつ多様な利用研究の経験をもとに、JEM

を中核として我が国における宇宙環境利用の一層の高度化を回る。

イ．JEM
　　JEMを最大限活用するため、合金、半導体、タンパク質ぐ生物等の分

野毎に具体的な研究目標を定め、計画的、体系的な利用研究を進める・

　　また、．JEM曝露部は、宇宙ステーションで唯憎、常時宇宙に開かれた
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利用空間であり、流体現象や燃焼現象の解明、宇宙での大型構造物の構築、

理工学の研究等のための基盤的・先端的な技術開発のため、我が国の創造的

な活動や国際’協力の場として有効に利用する。

口無人宇宙環境利用手段

　　安全性、実験環境等の制約によりJEMでは実施が困難な宇宙環境利用

の要望については、HOPE、無人プラットフォーム等を用いて実施するこ

とが望ましい。

ハ．地上実験

　　JEMでの実験の予備的研究を実施するとともに、　JEMで実施した実
験の成果を継承、発展させるための研究を推進する。

③宇宙ステーション計画以降
　　宇宙環境利用の需要が専門分野に分化、高度花、’多様化するため、その手

段には実用化に向けた本格的な機能が要求される。これに対応するため、．以下

のシステムを最適に組み合わせて研究開発を進めることが期待される6

イ．大電力・大容積を必要とする実験、生産等が完全自動、低コストで恒常的

　に可能な本格的無人プラウトフォーム・

ロ．人間による適切な判断、臨機応変な対応等が可能という有人の利点と良質

　な微小重力環境などの無人の利点を合わせ持つ有人支援型プラットフォー

　ム

ハ．国際協力プロジェクトの選択肢の一つとして可能性のある次世代有人宇宙

　ステーション

④推進環境整備

　イ．利用研究の拡大方策

　　　研究者・利用者への技術的支援、知識の提供等を行うため、専門家の育

　成並びに組織の育成及び充実を図る。また、・宇宙環境利用の実験研究成果の

　データベース化及び研究機関間の情報ネットワークの整備を進める。

ロ．，国際協力の推進

　　JEMを含む日本の宇宙環境利用手段については、’海外の利用者、特に

アジア・太平洋諸国の利用者に対して開放することを積極的に検討するとと

もに、これらの国々の需要を踏まえた実験研究活動を実施していく。
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ハ．宇宙環境利用計画の策定

　　当面の宇宙環境利用については、研究分野毎に具体的な研究目標を定め、

これを計画的、体系的に進めるとともに、JEMを中核とし、多様な実験手

段、地上研究等を含む総合的な推進方策を定めるため、宇宙開発委員会にお

いて宇宙環境利用計画を策定する。

（2）太陽エネルギー利用

　　　　当面、宇宙活動におけるエネルギー需要の増大に応えるために太陽エネ

ルギーの利用の高度化を進め、長期的には地球のエネルギー問題の解決に寄与

できる可能性も考慮しながら、以下のような研究開発を進める。

①太陽エネルギー利用システムの成立可能性の確認

　　国立試験研究機関などにおいて、マイクロ波送電技術などの要素技術を中

心に基礎的・先行的研究を推進する。また、要素技術の組合せによる部分シス

テムの宇宙実証は、国際協力も視野に入れつつ、小型ロケラト、，JEM、・小型

衛星等を利用することを検討する。

②機能実証実験
　　2020年代には要素技術開発の成果を踏まえ、プラットフォームなどへのエ

ネルギー伝送、月面での太陽エネルギー利用等に関する旧訳実験を進める。ま

た、宇宙から地上へめ太陽エネルギー伝送技術の実証実験に関しては、技術面、

経済面（合理的コストによる実現可能性など）、環境面（電離層、生態系への

’長期的な影響等）からの十分な評価・検討を行った上で実施する。

1．6有人宇宙活動（表4参照）

（D有人技術の開発
　　　当分の間、宇宙先進国との国際協力による宇宙ステーションとその中のJ

　EMの運用を恥じて、有人活動の経験を積み、その後の展開に備える。＼

①宇宙ステーションの運用開始まで
　　米国やロシア等ρ有人宇宙活動の先進国との国際協力や共同研究を推進し

つつ、宇宙ステーションへの参加に備え、我が国としての有人宇宙活動に必要

な基盤技術の修得、開発に努める。，
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②宇宙ステーションの運用段階

イ．JEMの運用、利用及び地上での研究開発活動を通じて、次のような研究活

　動を計画的、段階的に充実、拡充し、21世紀に低中高度軌道、月面等での

　有人宇宙活動に適用できる技術基盤の育成を図る。

（イ）宇宙飛行士の選抜・訓練・健康管理技術、有人宇宙輸送にかかわる技術、

放射線対策・スペースデブリ対策技術・生命維持技術等の基本的な有人技

術の研究開発。

（ロ）ロボットを活用した有人活動支援技術、地上研究者が宇宙での活動に参

加するためのテレサイェンス技術面我が国め独自性が発揮できる分野の重

点的な研究開発。

（ハ）将来人間が宇宙空間で生活していくための基盤となる閉鎖生態系の研究

開発、無重力の宇宙空間での長期滞在が生体に及ぼす影響及びその対策と

　しての人工重力等の基礎的研究。

口．宇宙ステーションの運用が十分安定した段階に達した後に、文化、芸術、人

　文科学等の分野の専門家あるいは教師、主婦等の一般人のJEMへの搭乗の

　可能性についても検討する。

③宇宙；ステーション計画以降

イ．無人技術の高度化・成熟化及びJEMなどを利用した有人技術の蓄積・進展

　を踏まえ、有人・無人技術を融合した有人支援型プラットフォームなどを用い

　て有人宇宙活動の展開を図る。

ロ．国際的な有人宇宙活動としては、以下のような展開の可能性があり、これら

について、我が国としては、それまでに開発、蓄積した有人技術と高度な無人

技術により、企画、構想段階から具体的提案を行うなど積極的に貢献する。

（イ）低山高度軌道上のより快適かつ安全な長期宇宙滞在、宇宙環境利用の本格

的実用化等の実現を目指した次世代有人宇宙ステーション

（口），月面特有の環境下での長期滞在、探査、天文観測、実験・研究等の活動の

実現を目指した有人月面システム．

④21世紀半ばころ　　’　　　　　　．　　・　，
　　今後の大きな技術革新によって、宇宙旅行など経済的な有人宇宙活動が一

般化する可能性もある。このため、低コストで人体への負担の小さな宇宙輸送

手段や特別を訓練なしで宇宙環境に適応できる宇宙滞在システムの構築など・

」般人でも宇宙に行けるようにすることを自指し、関係国との協力を進めなが

ら、息長く先行的研究を進めていく。、
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（2）体制整備等

　　　有人宇宙活動の推進に当たっては、人間の宇宙への適応性に関ずる研究、

宇宙生理学の研究等人間にかかわる科学的研究への取組みが必要不可欠である・

宇宙ステーションへの参加を控え、このような宇宙医学などの研究を効果的に

推進するための体制及び施設・設備の整備、さらには専門的知識・技能を有す

　る人材の育成を図っていく。

第2章主要な宇宙インフラストラクチャーシステムの開発・運用の進め方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表5、四駅　2、3参照）

2・輸送系　　　　　　　　　　　　　鈴
q）無人輸送システム

　　　無人輸送システムは、宇宙活動を支える基本的なシステムであるため、そ

　の輸送コストの低減は宇宙活動全体の発展に大きな効果をもたらすものである・

　また、多様な宇宙活動の実現のためには地球と宇宙の間での往還輸送システム

　の実現が鍵となる。将来、宇宙活動を低コストで広範に展開するためには、技

　術の発展性を考慮し、また、需要の拡大に応じて、順次、以下のような輸送シ

　ステムの研究開発を進めていくことが必要である。

①H－ll発展型ロケット　　　　　　．　　　　　　　．
　　H－llロケットについては、その大きな技術的発展性を活かし、まず高度

化開発を進め、その成果を的確に反映しながら・21世紀に向けτ多様な需要

に応えられる柔軟性のある輸送手段としてH二ll発展型ロケットの三三開発を

行っていく。

　　具体的には、

　・HOPEまでの間のJEMに必要な物資の輸送
　・効率性を目的とした大型衛星の複数打上げ，，

　・宇宙往還技術試験機（HOPE試験機i）を改修した実証機（後述）μ）打よげ

　・JEMに必要な物資の往還輸送等を行うHOPEの打上げ

　・宇宙科学弓勢の大型衛星・探査機の打上げ

　・無人月探査のための大型探査機の打上げ

　・宇宙環境利用分野における無人プラットフォーム及び有人支援型プラットフ

　　オームの打上げ
等の将来においで予想される需要に対応して～、くため・国際的な適合性にも留

意して、3100年ごろに、低軌道‘こ20トン（静止軌道に4トン）程鷹の手丁上げ

能力を持つことを目指してH－h発展型ロケットの研究開艶を進めていく。
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②無人有翼往還機（HOPE）
　　宇宙ステーションへの物資の輸送・回収、宇宙環境利用実験r観測、軌道

上作業（無人プラットフォームの機器の修理・交換、燃料補給、衛星の修理・

回収等）等の往還輸送の需要の拡大に対応するため、2000年代半ばころの実用

化を目指してHOPEの研究開発を進めていく。

　　このため、今世紀中を目途にHOPE試験機を打ち上げて基本技術の確立

を目指す。また、ランデブー・ドッキング技術、宇宙ロボット技術等HOPE

に必要な技術については、HOPE試験機の計画と並行して技術試験衛星など

’において開発する技術を最大限に活用し、・研究開発を進めていく。

　　HOPEの実用化開発については、　HOPE試験機の成果を基に宇宙開発
委員会において技術面友び政策面からの十分な評価・検討を行った上で着手す

る。この研究開発を着実かつ円滑に進めるため、HOPE試験機を改修した実

証機により飛行実験を行うことを考慮する。

③無人完全再使用型輸送機

　　輸送コストの格段の低減を目指し、・宇宙環境の保全にも有効な宇宙輸送シ

ステムを実現することは、今後の宇宙活動を大きく発展させるために不可欠で

ある。このため、H－ll発展型ロケットとHOPEの技術開発成果を踏まえ、

2田0年代の実現を目途に、革新的な設計思想峯採り入れた完全再使用型輸送機

の研究開発を進め、2010年ごろには実験機の飛行を行うことを目標とする。こ

のためには、再使用型の信頼性の高いエンジン、軽量・高強度の機体等の数多

くの技術分野での大きな技術革新が必要であり、長期的見地から先行的、創造

的な研究の積上げが必要である。

④無人軌道間宇宙輸送機

　　無人軌道間宇宙輸送機は、地球観測・地球科学や通信、放送及び測位分野

の静止プラッ．トフォームでの機器の交換などに必要となる再使用可能な輸送機

である。これは忌その需要が増大するとみられる2田0年代おわり、ころに、運用

が期待される。このような輸送機は国際的に共用されることが適切であり、国

際共同開発または相互適合性を考慮した分担開発によって実現することが適当

である。

（2）有人輸送システム

　　　当面の我が国の有人計画の中核となるJEMへの宇宙飛行士の輸送は、米

国のスペースシャトルを利用する。その後は、スペー」スシャトル後の新しい有

人輸送システムの開発の動向を踏ま之ながら、これに適切に対処できるよう無

人輸送技術と有人技術の着実な育成と蓄積に努めていく。

　　九だし、将来の国際的な有人輸送システムの開発・運用の動向によっては、
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HOPEの有人往還機への技術的発展性を具体化することが望ましい状況にな

る可能性もあり、その点も念頭に置いて、HOPEの研究開発を進めていくこ

とが望まれる。

　　また、．2020年代には、国際共同開発により、水平離着陸能力などを有する

スペースプレLン（宇宙航空機〉の実験機の飛行を実現することを目標として、

我が国としても基礎的・先行的研究を進めていく。このスペースプレーンなど

の研究開発に当たっては、H－11ロケットなどの利用を積極的に検討するなど

効率的な開発を行う。スペーズプレーンのように人間への負担が小さな有人輸

送手段が実現すれば、一般の人々が特別な訓練を必要とせずに宇宙旅行ができ

るようになり、多くの人々の夢の実現に大きく近づくことにな．る。

2．2拠点系

q）無人システム
　　　軌道上での実験や観測といった宇宙活動をタり効率的に行うためには、軌

　道上での機器の交換などが可能なプラットフォームが必要である。まず宇宙環

　境利用のための平中高度プラットフォームが、判OPEの支援を受けながら運

　用され、その後、プラットフォームの数の増加など軌道上作業の需要が増大す

　九ば軌道上宇宙作業ロボットなどが必要となる。このプラットフォームは、通

　信6放送・測位、地球観測・地球科学等の分野で利用される静止軌道のプラッ

　トフォームへと発展していく。

　　　以下に示すプラット，フォーム、軌道上宇宙作業ロボット等については・我

　が国の技術によって開発・運用を進めることも考えられるが、各国共通に必要

　とされるシステムであることから、国際的な共同開発や相互適合性を十分に考

　早した研究開発を進めていくこととする。・

①町中高度プラットフォーム

　　低中高度プラットフォームは、

　　・JEMなどの有人システムでは実現が困難な宇宙環境利用実験の実施

　　・地球観測．・地球科学分野における観測センサの多様化・大型化及び継続

　　観測の効率化卜、

　　・通信・放送・測位や宇宙科学の分野における通信機器及び観測機器の効率

　　的実証

に有効である。

　　まず宇宙環境利用の効率的実験のため、おおむね2000年代初頭以降の運用．

を目指して研究開発を行う6

　　　さらに、2田0年ごろには、、宇宙環境利用の実用化に向けて、大電力が供給

でき大規模な本格的無人プラットフォ』ムが必要となろう。
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②軌道上宇宙作業ロボット等

　　低中高度軌道の衛星、プラットフ薯一ム等を効率的に活用するためには、

それらへの燃料補給、機器交換等の作業が必要である。これについて、当初は

HOPEにより対応することになろうが、プラットフォームの数の増加によっ

て作業の需要拡大が予想される2010年代には、軌道上宇宙作業ロボットなどを

開発して直中高度軌道上に配備することにより、軌道上作業の高度化、コスト

の低減等を図る必要が生じると考えられる。

　　軌道上宇宙作業ロボットを実現するためには、宇宙ロボット、ランデブー

・ドッキング、機器の組立・交換・修理などが行える構造のプラットフォ：一ム

などの基盤技術が必要である。これらはHOPEにも共通に適用できる技術で

あり、その開発を積極的に進める。

③静止プラットフォーム

　　静止軌道上に配置された衛星が使える電波の量には限りがあるため、例え

ば災害監視のように常時の観測が必要な地球観測・地球科学分野において、各

種観測センサを相乗りさせてデータ回線を共同利用する必要がある。また、搭

載機器が多様化・大型化の方向にある通信・放送・測位分野においては、大型

アンテナなどを搭載する必要がある。将来のこのような多様な要求に対応でき

るよう、静止プラットフォームについて、20田年代おわりころの運用を目指し

て研究開発を進める。

（2）有人システム

　　　まず、国際協力の枠組みで進められる宇宙ステーション計画において有人

宇宙技術を蓄積していくことを基本とし、その後も、積極的な国際協力を行い

っっ関連する有人宇宙技術の開発と蓄積を進めていく。このため、以下に示す

有人支援型プラットフォーム、次世代宇宙ステーション等の構想についても、

国際協力を前提として積極的に対応していく。

①宇宙ステーションの日本の実験棟（JEM）

　　JEMは、宇宙環境利用実験、各種宇宙実証等を長い期間にわたって継続

的に実施できる場であるとともに、有人宇宙活動のための施設として我が国が

本格的に取り組む初めての施設である。したがって、宇宙ステーション計画の

成功に向けて、引き続き関係国間の調整・’協議に積極的に対応する。J．EMの

運用開始1さ2000年ごろに予定されており、その利用は我が国が、有人技術を取

得する重要なステップと位置付けられる。

②有人支援型プラットフォーム

　　無人プラットフォームの利点に加えて、人間が適時介在できるという利点

を合わせもつ有人支援型プラットフォームは、、
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　・実験試料の交換や装置の調整が必要な宇宙環境利用実験

　・人間による調整が有効な地球観測センサなどの実証実験

などに有効である。

　　まず上記のうち宇宙環境利用の需要に対応するため、2田0年忌半ばころを

目途に国際的視野に立って研究開発を進める。

③次世代宇宙ステーション
　　現在計画中の宇宙ステーションの運用終了後にも、その成果などを踏まえ

低唱高度軌道上の有人活動の継続、拡大を図る観点から、選択肢のひとつとし

て次世代宇宙ステーションの開発が国際的に進められる可能性がある。この場

合は早い段階から国際的な協議を進めることが重要であり・我が国としても具

体的な構想が提案できるよう対処していくとともに、より大きな役割が果たせ

るよう技術の開発と蓄積に努力していく。

（3）無人及び有人の月面システム

　　　カ学的・電磁気的に静かな環境、大型構造物の建設が可能などの月面環境

の特長を活かし、月面において太陽系の起源・進化の解明のための高精度な天

文観測を行うなど広範囲な宇宙活動の拠点として月面を利用できる可能性があ

　る。

　　　このような月面利用について、合理的な開発コストで実現することを目指

　して、国際協力の下で段階的に進めていく。

　　　まず無人月面探査の段階を終え、無人観測・探査システムの試験的・実験

　的展開を行う無人月面観測・実験システムの段階、そして、人間による機器の

保守などによる天文観測及び月探査の高度化を実現するための有人月面システ

　ム（月面天文台を含む）の段階へ移行することを目標とする。

2．3支援系
（1）データ中継追跡衛星（DRTS）システム
　　　宇宙活動の発展に伴い、2000年過ぎには、

　　・地球観測・地球科学分野における大容量の観測データの伝送及びグτ］一バル

　　　・実時間観測の実施

　　・JEMの運用向利用に伴う軌道上実験データの大容量化への対応及び地上か

　　　らの実験支援

　　・宇宙科学分野における連中高度軌道衛星からの観測データの随時取得

　　・HOPEなどの常時追跡管制
　　・軌道上宇宙作業ロボット等の実時間の遠隔操作

　　・大型プラヅトフォームでの通信機器の交換

　　等を可能とするような通信ネットワークとしてく低中高度軌道上の衛星などと

　　地上との間の双方向データ通信を中継する機能が必要となろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　一64一
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　　このため、低中高三冠道上の衛星などが我が国からみて地球の裏側にあっ

ても通信が確保できるようにするため、DRTSシステムの研究開発を進めて

いく必要がある。このDRTSシステムについては、静止軌道上に2機配置し

た形でのシステム実証を行う必要があろう。

　　また、将来的には、月での探査などの活動を支援するため、月周回軌道に

データ中継追跡衛星を打ち上げる必要もでてこよう。

（2）自動化・自律化された追跡管制システム

　　　効率的な追跡管制を行うという観点から、追跡管制システムの一層の高度

化を目指し、その自動化・自律化のための研究開発を着実に進めていく。

（3）情報ネットワーク

　　　2000年ごろ以降には、宇宙科学分野における取得データを保管・分配する

ための情報流通システムの確立並びに地球観測・地球科学等のための国内及び

国際的な情報ネットワークの構築が必要である。

　　　このため、国内の開発機関と利用機関との連携・協力、国際的な関係機関

間の役割分担等を行いつう、これらの情報ネットワークの開発・運用に配慮し

ていく必要がある。

一65一

闘
口
　
凝
撮

　
　
ギ
」

ド
着
ヒ

　
　
　
距
摂
罎
卜
虹

　
　
　
　
　
懇
糎
目

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
翫
串
∵

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
㌍
無
帽

1
：
1



需
ド殉・

‘・ξジ

渥
薦
煙
、

表1 我が国の地球観測⑧地球科学分野の研究開発の展望

1
①
刈
一

低回高度軌道衛星
による地球観測

静止衛星による
常時地球観測

地上システム

1995 2000 2010 2020～

長期的・継続的な観測による
地球観測システムの構築 観測センサの高性能化

気象衛星による観測
継続的観測

観測頻度の向上
継続的観測

低回高度軌道衛星と連携した地球観測運用

回忌情報ネットワーク構築による
準実時間伝送

物理量抽出技術の確立

利用者までの情報ネットワーク接続
．による実時間伝送

地球環境モデル化
地球環境予測
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表2 回忌国の宇宙科学分野及び月探査の展望

①
Φ

太陽系科学

スペース
天文学

月探査

1995 2000 2010 2020～

地球周辺、惑星間
空間等の科学探査

月内部・火星・金星・小天体等
の初期の網羅的探査

様々な波長域の
本格的天文観測衛星の展開

初期の網羅的観測をほぼ達成

新たな探査技術による
探査領域の拡大

静止軌道・太陽周回軌道
での大型天文観測衛星

木星以遠惑星の本格的な
科学探査

月周回衛星による月面観測

月面移動探査機の着陸と探査

無人月面観測・実験システム
（天文観測）

月面からの土壌試料の採取

大型天文観測衛星と
月面天文台との組合せ

無人月面観測・実験システム

月面システム（無人・有人）



表3
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ゆ

我が国の通信⑧放送㊥測位分野の開発利用の展望

彪
魂
－

1
↓
一
1

固定通信

移動体通信

ン即
詰
虎
放
テ

移動体音声放送

　　測・位

1995 2000 2010 2020～

　　　大容量・超高速デジタル網・
　　　　　　　（同報）　　　　　　　　　　　　　　　　（同報）

静止衛星による
　　　　　　　　静止衛星によるパ」ソナル通信海上移動体通信

高機能衛星通信システム

移動体統合サービスデジタル網

（移動体lSDN）

　　　非静止衛星によるパーソナル通信

統合デジタル放送

広帯域ハイビジョン 立体ハイビジョン

移動体デジタル音声放送

超高精細度テレビジョン

GPS補完システム　　　　　　　　　民事測位システム
（GP＄オーバーレイ）

（注）事業としてサービスが導入される時期

　　GPS：全地球測位システム
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表4 我が国の宇宙環境利用分野及び有人宇宙活動の展望

i
、
刈
ω
1

ト

1995　　　　　2000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2010　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2020～

宇宙環境利用 宇宙ステーションの利用

@　低中高度無人プラットフォーム

@　　　　　　　　　　　　　　　　　有人支援型プラットフォーム

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次世代宇宙ステーション

太陽エネルギー

?p

`　　’

部分システムの宇宙実証の実施JEM、小型衛星等を活用

@　　　　　　　　　　　　　　宇宙での太陽エネルギー利用の高度化
@　　　　　　　　　　　　　　　（月面での利用、軌道上衛星への供給等）

宇宙有人活動の

W開
@　　　　ξ

宇宙ステーションを中心とした技術開発、蓄積

@　　　　　　　　　　　　　　　　有人・無人技術の融合した
@　　　　　　　　　　　　　　　　宇宙技術の開発・蓄積

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際的な有人活動の構築への貢献
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表5

鍍
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＠

宇宙インブラストラクチャーの開発⑧整備の展望

1995’ 2000 2010 2020～

M－Vロケット
J－1 ロケット

H－lIロケ・ 　　　’g

輸送系 H一目発展型ロケット
無人完全再使用型輸送機

無人軌道間宇宙輸送機
宇宙往還技術！

HO　P　E
試験機 有人輸送システム

（ H PE　（スへ．一スフ．レーン）

旧臣高度無人プラッ トフォーム
軌道上宇宙作業ロボッ ト

拠点系
静止無人フニラットフォーム

宇宙ステーションJEM 有人支援型プラットフォーム
！　’ （次世代宇宙ステーション）

（無人月面観測・

ﾀ験システム）
月面システム無人　　有人

良動化・自律化された追跡管制システム

支援系 データ中継追跡衛星システム
（月周回テ㌧タ中継追跡衛星システム）

「　蜜

射i量 射点整備含む
着陸場

スへ．一スデフ準視システム及び宇宙放射 環境予　システム
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長期ビジョン懇談会の設置について

。
肖
ヨ

平成5年10月20日
宇宙開発委員会決定

ギ
レ
い
，

1．趣　旨

　　内外における宇宙の開発及び利用の進展、我が国の宇宙開発活動の展開に対す

る要請等を踏まえるとともに、次期宇宙開発政策大綱の策定に資することを目的

として、21世紀を見通した長期的な視野にたち、今後の我が国の宇宙開発の長

期ビジョンについて、幅広く審議を行う長期ビジョン懇談会（以下「懇談会」と

いう）を設置する。

鱒1回忌寛通した我が国の宇宙開発の長期的な腱

　　　1隅縫霧及び利用の現状と長期的な動向

3．構i成員

　　別紙のとおり

4．その他

　　その他懇談会の運営に必要な事項は、懇談会で定める。
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（別紙）

座長　野村　民也

　　　内田　勇夫

　　　田島　敏弘

　　　山ロ　開生
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長期ビジョン懇談会構成員

宇宙開発委員会委員

　　　　〃
〃

〃

三菱重工業㈱社長

文部省宇宙科学研究所所長

東京放送㈱国際ニュースセンター長

理化学研究所理事長

慶応義塾大学環境情報学部教授

前国立環境研究所長（第2回まで）

国際電信電話㈱社長

（社）経済団体連合会宇宙開発推進会議会長

上智大学法学部教授

医師

東京大学法学部教授

日本放送協会会長

東京大学名誉教授

㈱生活科学研究所所長

元宇宙開発委員会委員

東海大学情報技術センター所長

漫画家

京都大学経済研究所教授

日本電気㈱社長

経済評論家

前運輸省航空事故調査委員会委員長

朝日新聞社論説委員

読売新聞社論説委員

海外経済協力基金総裁

第一勧業銀行㈱顧問

東京大学先端科学技術研究センター所長

宇宙開発事業団有人宇宙活動推進室長

宇宙開発事業団理事長

一84一
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長期ビジョン懇談会の開催経緯

1．第1回　（平成5年11月24日（水））
　（1）宇宙開発の現状と今後の方向

　（2）現行宇宙開発政策大綱の概要とその達成状況

　（3）今後の審議の進め方

　（4）その他

　　　2．第2回　（平成6年2月9日（水））

　　　　（D宇宙開発の意義、理念、目標等

辱鞠　　　（2）宇宙開発の推進の基本的考え方

　　　　（3）国際協力のあり方（対先進国、対開発途上国）

　　　　（4）その他

3．第3回』 i平成6年5月31日（火））

　（D各分科会報告について

　（2）長期ビジョン懇談会報告書の骨格について

　（3）その他

4．第4回　（平成6年6月13日（月））
　（1）長期ビジョン懇談会報告書（案）について

　（2）その他

5．第5回　　（平成6年6月24日（金））

　（D長期ビジョン懇談会報告書のとりまとめ
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分科会の設置について

平成5年11月24日
長期ビジョン懇談会

1．趣　旨
　長期ビジョン懇談会（以下「懇談会」という。）における審議に資するため、

それぞれの分野について、専門的見地から、必要な事項について調査審議を行う

分科会を設置する。

2．調査審議分野

　q）第1分科会
　　　通信・放送、科学及び地球観測の分野

　（2）第2分科会

　　　宇宙環境利用、有人宇宙活動等の宇宙空間の利用の分野

　（3）第3分科会

　　　宇宙インフラストラクチャー、宇宙開発利用のための環境整備等の分野

3．構成員
　　別紙のとおりとする。

4．その他
　（Dその他分科会の運営に必要な事項は㍉それぞれの分科会で定める。

　（2）各分科会は、その調査審議状況及び調査審議結果を懇談会に報告することと

　　　する。

㈱

（別紙）

　　相原

◎　秋葉

　　泉

　　太田

　　小野

　　海部

○　坂田

　　島山

　　清水

　　住

　　武部

　　田崎

　　谷口

　　鶴田

　　鳥羽

　　中冨

　・藤原

　　前田

　　松井

　　吉村

三徳

三二郎

武博

　三
和日児2

宣男

俊文

博明

雅彦

明正

俊一

公郎

一郎

浩一郎

良明

信夫

一絵・

佐和子

　隆

和幸

第1分科会構i成員

三菱商事㈱取三三宇宙航空機本部長

文部省宇宙科学研究所長

日本放送協会放送技術研究所三

国際電信電話㈱取締役・

、建設省国土地理院長

文部省国立天文台教授・

東海大学情報技術センター所長

日本電気㈱取締役無線事業本部長

慶応義塾大学経済学部教授

東京大学気候システム研究センター教授

朝日新聞社論説委員

日本電信電話㈱取締役長距離通信事業本部長

三菱電機㈱取締役電子システム事業本部副本部長

文部省宇宙科学研究所教授一

東北大学名誉教授，

宇宙工学アナリスト

横浜国立大学環境科学研究センター教授

京都造形芸術大学教授

宇宙開発事業団副理事長

郵政省通信総合研究所長

、
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　　秋山　豊寛

　　石澤　三三

　　伊藤　献一

　　今井　通子

　　大慈彌省三

　　太田　利彦

　　川合　真紀

　　小出　五郎

◎　小林　繁夫

　　今野

　　平岡

○　田邊

　　津田

　　新田

　　二木

　　松本

　　的川

　　宮崎

梨
昭
徹
雄
治
夫
紘
宣
一

由
　
　
幸
慶
節
　
泰
総

森田　雄平

谷島　一嘉

渡辺　　悟

第2分科会構i成員

東京放送㈱国際ニュースセンター長

宇宙開発事業団理事

北海道大学工学部教授

医師

石川島播磨重工業㈱常務取締役航空宇宙事業本部長

清水建設㈱常務取締役技術研究所長

理化学研究所主任研究員

日本放送協会解説委員

東京大学名誉教授

㈱生活科学研究所所長

東京工業大学工業材料研究所長

戸京大学工学部教授

㈱プラン三ングマインド常務取締役

（財〉環境科学技術研究所理事

川崎重工業㈱常務取締役航空宇宙事業本部長

京都大学超高層電波研究センタ』長

文部省宇宙科学研究所教授

東京都中学校理科教育再興会会長（葛飾区立常盤中学校校

長）　　　　　　　　　’　　・　　　　　　　監一

不二製油㈱中央研究所長

日本大学医学部教授

名古屋大学環境医学研究所教授

◎：主査　○：主査代理

鱒

　　猪口　邦子

　　餌取　章男

　　狼　　嘉彰

　　落合　誠一

　　久保田弘敏

　　五代　三文

　　佐々木実智男

　　里中　満智子

　　篠原　昭雄

　　下村　尚久

　　瀬尾　征男

◎　武田　　峻

　　鳥井　弘之

　　野本　陽代

　　原田　佑介

　　日根野　穣

○　松尾　弘毅

　　和地　英麿

第3回忌会構成員

上智大学法学部教授

三田出版㈱専務取締役

東京工業大学工学部教授

東京大学法学部教授

東京大学工学部教授

宇宙開発事業団理事

前（社）経済団体連合会参事

漫画家

日産自動車㈱取締役宇宙航空事業部長

㈱東芝取締役電波通信システム事業本部長

東京海上火災保険㈱取締役航空保険部長

前運輸省航空事故調査委員会委員長

日本経済新聞社論説委員

科学技術作家

日本開発銀行理事

三菱重工業㈱常務取締役航空機・特車事業本部長

文部省宇宙科学研究所教授

ロケットシステム㈱専務取締役

◎：主査　○：主査代理

［
…
、
ほ

　
一
重

　
　
一

｝
弓
d
．
昌

　
…
『
頻

　
　
　
通
、
，

　
　
　
　
…
弓

　
　
　
　
　
岡
「

　
　
　
　
　
　
肩
藍
汁

』
躯
‘

U
M
糎
，

ゼ“
ヒ

一88一 一89一



≡
…

　
　
　
い
し
し

、
軽
h
，
、

○　第1分科会

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

第6回

分科会開催経緯

平成5年12月21日（火）

平成6年1月20日（木）

平成6年2月15日（火）

平成6年3月17日（木）

平成6年4月19日（火）

平成6年5月10日（火）

○　第2分科会

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

第6回

平成5年12月17日（金）

平成6年2月3日（木）

平成6年2月24日（木）

平成6年3月24日（木）

平成6年4月15日（金）

平成6年5月24日（火）

○　第3分科会

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

平成5年12月9日（木）

平成6年2月8日（火）

平成6年3月14日（月）

平成6年4月26日目火）

平成6年5月19日（木）

　　　　　　　一90一
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宇宙開発関連用語の解説
（はじめに）

○宇宙ステーション

　　日本、米国、欧州、カナダ、ロシアが

　共同で開発している宇宙空間に浮かぶ軌

　道上研究所。人間が乗って材料や生物の

　実験を行う。

　エイチ　ツヒ

OH－llロケット

　　静止軌道（赤道上空約3万6千km）

　に約2トンの衛星を打ち上げることがで’

　きる我が国の大型白ヶヅト。

参考

（第1部　総論）

鷹豹禦幣呈轡勲梅湊姿戴基榊ゼ∵
　　様々な宇宙活動を効率的に進めていくために共通に使われる施設や設備。衛

星を鯵回る・知トなζ備脚ステみ・旧邸テ「四徳などの鯨“

1；及グr勉r物瑚聯を幽破町骸襟回☆．
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（第3章　世界の宇宙開発の将来展望）

○地球圏宇宙

　　人類の様々な活動の拠点を築いていく場として、地球に対する情報や資源提

　供の重要な拠点となるものであり、地球上での活動と密接不可分な活動を行っ

　ている宇宙空商。現状では地上約3万6千kmの静止軌道までを含み、今後は

　更に遠方へ拡大することが考えられる。

○全地球観測システム

　　地球全体の気温の上昇やオゾン層の破壊などの仕組みや原因を明かにするた

　めに衛星を使って大気、海洋、地表などを観測したり、災害を最小限に抑える

　ために衛星で監視したりするもの。

○立体ハイビジョン放送

　　ハイビジョン放送とは、従来のテレビ放送に比べて画像のきめの細かさを大

　幅に向上させ、画像をより鮮明にした放送で、現在、放送衛星による放送が行

　われている。立体ハイビジョン放送とは、画像が立体的に見える更に高度なハ

　イビジョン放送。

○宇宙環境利用

　　重がが極めて小さい、真空度が極めて高いなどφ宇宙空間に特有の環境を利

　指して材料や生物その他の実験などを行うこと。将来的には、宇宙空間の特長

　を利用して機能の優れた物資を生産することも考えられる。

○次世代宇宙ステーション

　　現在開発が進められている宇宙ステーションの後継として考えられる将来の

　宇宙ステーション。

’○低中高度軌道

　　弛キからの高度約3百7任5百ゆ1こあ？て・三星が堺を周回鍋三三

　この軌道にある衛星は、1日に地球を回数周する。

○静止軌道

　　赤道のよ牢糸勺3万6千kmの高田1『晦マて・1．黛星が地理を周回する軌道。・静

　止軌道にある衛星を静止衛星といい、地球の自転と同じ速度で周回するので地

　上からは静止して見える。

乗鞍

○データ中継追跡衛星（DR丁S；Data　Relay　and　Tracking　Satellite）システム

　　低中高度軌道の衛星と地上局（衛星の追

跡管制や衛星からのデータの受信等を行う）

とのデータのやりとりを中継する静止衛星。

これにより低中高度軌道の衛星が地上局に

対して地球の裏側にある時でもデータのや

りとりが可能となる。

○有人宇宙航空機

　　航空機のような機体の宇宙輸送機。全て

　の部分の再使用が可能。大幅に打上げコス、

　．トを下げること、打上げの時にかかる人体罵

　への負担を軽減することなどを目指してお藻

　り、これが実現すれば、訓練を受けないヴ．

　般の人でも宇宙へ飛行することが可能とな’

　る6

艶三冠両三は異なり、エンジ

　　　　　ンや機体の全てを何回も使用することによ

　　　　　って効率性、経済性を高め、また、宇宙空

　　　　間に機体などを廃棄しないため宇宙環境の

　　　　保全にも適した無人の衛星打上げ機。一例

　　　　　として、地上から垂直に打ち上げられるロ

　　　　ケット型のものが考えられている。
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（第4章　我が国が目指すべき宇宙開発の目標と開発の進め方）
　ミとヒつアイブ

OM－Vロケット
　　現在我が国で開発中の宇宙科学のための

　ロケット。低高度軌道（地上から高度約2

　百～3百km）に約1．8トンの衛星を打

　ち上げることができる。

1
　
一

蟹
l
l

人＝碧濯

第3詮

第2段

第1象

　　　　　　　　　ホ　　い　　プ○無人有翼往還機（HOPE；H－II　Orbitiれg　Plane）

　　H－II発展型ロケットで宇宙に打ち上げ

られ、その後地球に帰る無人機6機体に翼

　　　　　　　　　　ロを持ち、航空機のように地上に水平に着陸

するもので何度も使用できる。宇宙ステー

ションなどへの物資の輸送や回収、プラッ

トフォームの機器の交換や修理などに使わ

れる。

　　幽　「 難
難

民

懸・

し
杷
ド

　
　
　
誓
穏
ド

○小型、中型、大型衛星

　　明確な基準はないが、・軌道にかかわらず大まかな目安として、重量が0．5

　トン程度以下の衛星を小型・衛星、0．5～2トン程度を中型衛星、2トン程度

　以上を大型衛星という。

　ジェ　ム
OJEM（Japanese　Experiment　Module；宇宙ステーションの日本の実験棟）

　　軸ステーションの榔として我が国力く　　　　／輝
　開発を分担している施設。人間が乗って材　　　　　　　’一一一

　料や生物の実験を行う所や衛星に搭載する　・，　　　　’、隔

　機器などを宇宙空間に曝して実証試験その　　〔呂　i勇工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロじ　　　　　　　　　もコ璽他を行う所などからなる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　与圧邸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊧　　　　　　』　’

OH－ll発展型ロケット

　　様々な衛星打上げの要求に対応するため

　にH－1匪ロケットを改良したロケット。例

　えば、地上から高度約3百kmに約20ト

　ン（静止軌道に4トン）程度の衛星などを

　打ち上げられるように能力を増強し、無人

　有翼往還機，（HOPE）などの打上げに使

　用される。

一94一

マニピュレータ

蹴鉱邸

1
○無人プラットフォーム

　　軌道上において長期間にわたって利用で

　きる大型で無人の施設。衛星に比べて多く’

　の機器、あるいは大きな機器が搭載でき、

　これらの機器は軌道上宇宙作業ロボットを

　用いると修理や交換ができる。

彦

蒲・ノ多

　ク

○回収カプセル

　　宇宙空間に打ち上げられて宇宙環境利用実験などを行った後、大気圏に再突

　回し陸上又は海上で回収される衛星。

一95一
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○軌砂上宇宙作業ロボット

　　プラットフォームに搭載されている機器

　等に対して軌道上で修理・交換、燃料の補

　給等の作業を行う無人のロボット作業機。
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○有人支援型プラットフォーム

　　軌道上において長期間にわたって利用で

　きる大型の施設で主に宇宙環境利用実験に

　用いられる。人間が適時介在できるので1

　人によるきめ細かな実験操作ができ、一方、

　無入の期間は重力が非常に小さいという宇

　宙環境利用実験のためにより良い状態を保

　つことができる。

○スペースデブリ監視システム

　　スペースデブリとは、宇宙空間に存在ずる不要な人工の物体のことでロケッ

　ト機体、寿命の尽きた衛星、それらの破片などの宇宙ゴミのこと。現在数首万．

個存在していると推定されており、・年々増加傾向にある。衛星などに衝突し機

　能障害の原因となったり、特に有人活動においては搭乗員に傷害を与える可能

性がある。スペースデブリの観測には、レーダーなどを用いるシステムがある。

○放射線環境予報システム

　●宇宙空間においては、太陽を主な発生源とする高エネルギー粒子、X線、太

　陽風や銀河系から飛来する宇宙線などの放射線が降り注いでいる。この宇宙放

　射線は、衛星の搭載機器の劣化、誤動作の原因となり、また、有人宇宙活動に

　おいて人体へ影響を及ぼす恐れがある。現在、天文台や衛星により観測されて

　いる。

－
繭
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